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Ⅳ 第４次国土利用計画富士宮市計画（参考資料） 

 

１ 第４次国土利用計画富士宮市計画策定の経緯 

平成 25年度 

 ７月 17 日 総合計画の策定スケジュールとの調整 

11 月５日 
～11 月 19 日 

市政モニターアンケート（土地利用について） 

12 月 16 日 総合計画との整合性についての協議 

１月 16 日 
～２月３日 

市民アンケートの実施 
（第５次総合計画市民アンケート調査を通じての土地利用に関する意向を把握） 

１月 27 日 芝浦工業大学水口名誉教授による土地利用計画勉強会（第１回） 

２月３日 市長・副市長ヒアリング（総合計画策定に関する政策について） 

３月 17 日 第１回 第４次国土利用計画富士宮市計画策定ワーキング・グループ会議の開催 

平成 26年度 

 ４月 24 日 
～６月５日 

総合計画策定地区別懇談会の開催 

５月 20,21 日 関係各課ヒアリング（各課個別ヒアリング形式） 

６月 26 日 第２回 第４次国土利用計画富士宮市計画策定ワーキング・グループ会議の開催 

９月９日 総合計画との整合性についての協議（政策推進エリアについて） 

11 月６日 
市長・副市長への中間報告 
（科学的な土地利用診断方法と土地利用構想図について） 

11 月 12 日 第３回 第４次国土利用計画富士宮市計画策定ワーキング・グループ会議の開催 

12 月 11 日 市議会全員協議会への中間報告 

２月９日 都市計画審議会への中間報告 

３月６日 株式会社都市環境研究所大野氏、西村氏による土地利用計画勉強会（第１回） 

３月 10 日 第４回 第４次国土利用計画富士宮市計画策定ワーキング・グループ会議の開催 

平成 27年度 

 ５月７日 静岡県地域政策課への事前説明 

５月 26 日 第５回 第４次国土利用計画富士宮市計画策定ワーキング・グループ会議の開催 

５月 28 日 市議会全員協議会への報告 

６月１日 
静岡県市町村国土利用計画調整会議 
（６月上旬～９月下旬で意見照会及び調整） 

７月 30 日 都市計画審議会への報告 

８月 10 日 
～９月９日 

パブリックコメントの実施 

10 月１日 都市建設委員会への報告 

10 月 23 日 第６回 第４次国土利用計画富士宮市計画策定ワーキング・グループ会議の開催 

12 月 14 日 11 月定例市議会にて、第５次総合計画基本構想の議決 

３月 14 日 株式会社都市環境研究所大野氏、西村氏による土地利用計画勉強会（第２回） 
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２ 富士宮市の概況 

 

富士宮市の概況を以下に整理する。なお、富士宮市は平成 22 年に旧富士宮市と旧芝川町が合

併しているが、合併後の現在の市域に該当する集計値とする。 

 

 

１ 人口関係 

 

（１） 人口と世帯数の推移 

年次 
人口 世帯数 １世帯当りの人員 

（人） 年増加率 （世帯） 年増加率 （人/世帯） 

平成 5年 130,729  ― 36,711  ― 3.6 

平成 6年 131,754  0.78% 40,587  10.56% 3.2 

平成 7年 131,608  -0.11% 40,752  0.41% 3.2 

平成 8年 131,859  0.19% 41,180  1.05% 3.2 

平成 9年 132,019  0.12% 41,757  1.40% 3.2 

平成 10年 132,321  0.23% 42,330  1.37% 3.1 

平成 11年 132,722  0.30% 43,061  1.73% 3.1 

平成 12年 132,693  -0.02% 43,614  1.28% 3.0 

平成 13年 133,250  0.42% 44,482  1.99% 3.0 

平成 14年 133,504  0.19% 45,209  1.63% 3.0 

平成 15年 134,025  0.39% 45,951  1.64% 2.9 

平成 16年 133,921  -0.08% 46,535  1.27% 2.9 

平成 17年 133,860  -0.05% 47,241  1.52% 2.8 

平成 18年 133,904  0.03% 47,811  1.21% 2.8 

平成 19年 133,990  0.06% 48,420  1.27% 2.8 

平成 20年 134,090  0.07% 49,021  1.24% 2.7 

平成 21年 134,244  0.11% 49,617  1.22% 2.7 

平成 22年 134,133  -0.08% 50,269  1.31% 2.7 

平成 23年 134,076  -0.04% 50,897  1.25% 2.6 

平成 24年 133,969  -0.08% 51,474  1.13% 2.6 

平成 25年 133,879  -0.07% 52,167  1.35% 2.6 

平成 26年 133,409  -0.35% 52,759  1.13% 2.5 

【資料】「富士宮市の統計」（各年１２月３１日現在数） 
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（２） 区域別人口の推移 

  

実数と構成比 増減数 増減率 

平成 12年 平成 17年 平成 22年 
H12 

～H17 

H17 

～H22 

H12 

～H17 

H17 

～H22 

面
積
（ha

） 

市域 38,899  100.0% 38,899  100.0% 38,899  100.0% 0.0  0.0  0.0% 0.0% 

  

  

  

  

都市計画区域 30,209  77.7% 30,209  77.7% 30,269  77.8% 0.0  60.0  0.0% 0.2% 

  

  

  

市街化 

区域 
2,304  5.9% 2,305  5.9% 2,305  5.9% 0.8  0.0  0.0% 0.0% 

市街化 

調整区域 
27,905  71.7% 27,904  71.7% 27,964  71.9% -0.8  60.0  0.0% 0.2% 

人口集中 

地区 
1,412  3.6% 1,490  3.8% 1,581  4.1% 77.6  91.0  5.5% 6.1% 

人
口
（
千
人
） 

市域 130,372  100.0% 131,476  100.0% 132,001  100.0% 1,104  525  0.8% 0.4% 

  

  

  

  

都市計画区域 130,361  100.0% 131,471  100.0% 131,996  100.0% 1,110  525  0.9% 0.4% 

  

  

  

市街化 

区域 
84,591  64.9% 87,992  66.9% 88,586  67.1% 3,401  594  4.0% 0.7% 

市街化 

調整区域 
45,770  35.1% 43,479  33.1% 43,410  32.9% -2,291  -69  -5.0% -0.2% 

人口集中 

地区 
60,898  46.7% 63,030  47.9% 68,151  51.6% 2,132  5,121 3.5% 8.1% 

人
口
密
度
（
人/

ha

） 

市域 3.4 ― 3.4 ― 3.4 ― 0.0  0.0  0.8% 0.4% 

  

  

  

  

都市計画区域 4.3 ― 4.4 ― 4.4 ― 0.0  0.0  0.9% 0.2% 

  

  

  

市街化 

区域 
36.7 ― 38.2 ― 38.4 ― 1.5  0.3  4.0% 0.7% 

市街化 

調整区域 
1.6 ― 1.6 ― 1.6 ― -0.1  0.0  -5.0% -0.4% 

人口集中 

地区 
43.1 ― 42.3 ― 43.1 ― -0.8  0.8  -1.9% 1.9% 

【資料】「国勢調査」「岳南広域都市計画基礎調査」 

 

（３） 世帯構成の推移 

年次 

総世帯 一般世帯 施設等の世帯 一般世帯 
１世帯当たり 
の構成人員 
（人／世帯） 

世帯数 
(世帯) 

世帯 
人員 
（人） 

世帯数 
(世帯) 

世帯 
人員 
（人） 

世帯数 
(世帯) 

世帯 
人員 
（人） 

昭和 60年 33,328  122,653  33,253  121,418  68  1,226  3.65  

平成 2年 35,964  127,127  35,677  125,179  239  1,890  3.51  

平成 7年 38,549  129,999  38,434  128,100  113  1,897  3.33  

平成 12年 41,191  130,372  41,130  128,760  59  1,610  3.13 

平成 17年 44,152  131,476  44,095  129,617  57  1,859  2.94 

平成 22年 46,988  132,001  46,932  130,033  56  1,968  2.77 

【資料】「国勢調査」 
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（４） 年齢別人口の推移 

年次 
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 

（人） 構成比 （人） 構成比 （人） 構成比 （人） 構成比 

昭和 60年 29,194  23.8% 81,623  66.5% 11,827  9.6% 122,653  100.0% 

平成 2年 25,686  20.2% 86,950  68.4% 14,433  11.4% 127,127  100.0% 

平成 7年 22,835  17.6% 89,016  68.5% 18,146  14.0% 129,999  100.0% 

平成 12年 20,581  15.8% 88,223  67.7% 21,566  16.5% 130,372  100.0% 

平成 17年 19,405  14.8% 86,817  66.0% 25,254  19.2% 131,476  100.0% 

平成 22年 18,762  14.3% 82,933  63.1% 29,673  22.6% 132,001  100.0% 

【資料】「国勢調査」 

（総数には年齢不詳を含むため、各年代の構成比の合計は 100.0％とはならない） 

 

 

（５） 人口動態 

① 旧富士宮市 

年次 

自然動態 社会動態 人口増加数 

出生 死亡 増減 転入 転出 増減 年間 
累計 

H5～ 

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） 

平成 5年 1,165  808  357  4,182  3,797  385  742  742  

平成 6年 1,221  852  369  4,217  3,701  516  885  1,627  

平成 7年 1,236  886  350  3,979  4,534  -555  -205  1,422  

平成 8年 1,185  841  344  3,798  3,945  -147  197  1,619  

平成 9年 1,131  841  290  3,617  3,673  -56  234  1,853  

平成 10年 1,212  883  329  3,630  3,608  22  351  2,204  

平成 11年 1,171  946  225  3,703  3,445  258  483  2,687  

平成 12年 1,184  947  237  3,640  3,765  -125  112  2,799  

平成 13年 1,208  896  312  3,982  3,744  238  550  3,349  

平成 14年 1,171  912  259  3,756  3,660  96  355  3,704  

平成 15年 1,226  929  297  3,950  3,665  285  582  4,286  

平成 16年 1,122  1,001  121  3,673  3,758  -85  36  4,322  

平成 17年 1,112  993  119  3,545  3,619  -74  45  4,367  

平成 18年 1,115  980  135  3,740  3,817  -77  58  4,425  

平成 19年 1,164  979  185  3,733  3,749  -16  169  4,594  

平成 20年 1,123  1,063  60  3,757  3,644  113  173  4,767  

平成 21年 1,153  1,071  82  3,639  3,500  139  221  4,988  

【資料】「富士宮市の統計」（各年１２月３１日現在） 
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② 旧芝川町 

年次 

自然動態 社会動態 人口増加数 

出生 死亡 増減 転入 転出 増減 年間 
累計 

H5～ 

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） 

平成 5年 81  98  -17  349  308  41  24  24  

平成 6年 83  91  -8  416  291  125  117  141  

平成 7年 53  84  -31  357  296  61  30  171  

平成 8年 79  101  -22  419  328  91  69  240  

平成 9年 62  93  -31  327  397  -70  -101  139  

平成 10年 60  95  -35  346  346  0  -35  104  

平成 11年 56  97  -41  330  363  -33  -74  30  

平成 12年 53  89  -36  369  393  -24  -60  -30  

平成 13年 64  101  -37  310  309  1  -36  -66  

平成 14年 51  86  -35  285  420  -135  -170  -236  

平成 15年 61  92  -31  308  316  -8  -39  -275  

平成 16年 47  108  -61  285  348  -63  -124  -399  

平成 17年 55  91  -36  270  322  -52  -88  -487  

平成 18年 73  114  -41  291  304  -13  -54  -541  

平成 19年 57  106  -49  258  332  -74  -123  -664  

平成 20年 65  112  -47  270  335  -65  -112  -776  

平成 21年 44  96  -52 228 276 -48 -100  -876  

【資料】「富士宮市の統計」「芝川町の統計」（各年３月３１日現在） 

 

 

③ 合併後 

年次 

自然動態 社会動態 人口増加数 

出生 死亡 増減 転入 転出 増減 年間 
累計 

H22～ 

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） 

平成 22年 1,123  1,230  -107  3,452  3,466  -14  -121  -121  

平成 23年 1,098  1,237  -139  3,505  3,450  55  -84  -205  

平成 24年 1,104  1,336  -232  3,638  3,526  112  -120  -325  

平成 25年 1,098  1,308  -210  3,569  3,463  106  -104  -429  

【資料】「富士宮市の統計」（各年１２月３１日現在） 
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２ 産業関係 

 

（１） 産業別労働人口の構成 

① 産業三分類別就業人口 

年次 

第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 
分類不能産業

の就業人口 
総数 

(人) 
構成

比 
(人) 

構成

比 
(人) 

構成

比 
(人) 

構成

比 
(人) 

構成

比 

平成

2年 
3,901  6.0% 30,216  46.2% 31,335  47.9% 9  0.0% 65,461  100.0% 

平成

7年 
3,630  5.3% 31,163  45.5% 33,596  49.1% 36  0.1% 68,425  100.0% 

平成

12年 
2,900  4.3% 30,435  45.0% 34,000  50.3% 231  0.3% 67,566  100.0% 

平成

17年 
2,580  3.8% 28,835  42.3% 36,521  53.5% 292  0.4% 68,228  100.0% 

平成

22年 
2,109  3.2% 27,755  41.9% 33,988  51.3% 2,367  3.6% 66,219  100.0% 

【資料】「国勢調査」 

 

② 産業三分類別従業人口 

年次 

第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 
分類不能産業

の就業人口 
総数 

(人) 
構成

比 
(人) 

構成

比 
(人) 

構成

比 
(人) 

構成

比 
(人) 

構成

比 

平成

2年 
3,880  7.0% 24,237  43.8% 27,152  49.1% 9  0.0% 55,278  100.0% 

平成

7年 
3,610  6.3% 25,417  44.2% 28,475  49.5% 34  0.1% 57,536  100.0% 

平成

12年 
2,887  5.0% 25,864  44.8% 28,731  49.8% 204  0.4% 57,686  100.0% 

平成

17年 
2,594  4.3% 25,662  42.9% 31,236  52.3% 275  0.5% 59,767  100.0% 

平成

22年 
2,138  3.6% 25,776  43.1% 29,578  49.5% 2,258  3.8% 59,750  100.0% 

【資料】「国勢調査」 
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（２） 農業 

 

① 農業基本指標の移り変わり（販売農家） 

年次 

農家数 農家人口 

（戸） 

総世帯数

に占める

割合 

年平均 

増減率 

2 種 

兼業 

農家率 

2ha 

以上の 

農家率 

（人） 

総人口

に占め

る割合 

年平均 

増減率 

15 歳

未満の

割合 

65 歳

以上の

割合 

平成 12年 1,770  4.3% － 70.8% 9.8% 8,577  6.6% － 14.5% 26.8% 

平成 17年 1,375  3.1% -4.5% 65.6% 11.0% 6,277  4.8% -5.4% 11.6% 29.8% 

平成 22年 1,163  2.5% -3.1% 66.4% 11.8% 4,971  3.8% -4.2% 9.9% 32.1% 

【資料】「農林業センサス」 

 

年次 

農家就業人口 耕地面積 

（人） 
総就業人口に

占める割合 
年平均増減率 

農家一戸当

たり（人） 
（ha） 年平均増減率 

農家一戸当

たり（a） 

平成12年 3,275  4.8% － 1.9 3,547  － 200  

平成17年 2,530  3.7% -4.5% 1.8 3,444  -0.6% 250  

平成22年 1,717  2.6% -6.4% 1.5 3,290  -0.9% 283  

【資料】「国勢調査」「農林業センサス」「耕地及び作付面積統計」 
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② 耕地面積の推移 

年次 合計（ha） 田（ha） 畑（ha） 

平成 5年 3,964  1,020  2,947  

平成 6年 3,861  1,017  2,845  

平成 7年 3,722  1,009  2,709  

平成 8年 3,678  1,002  2,677  

平成 9年 3,626  996  2,626  

平成 10年 3,592  990  2,604  

平成 11年 3,570  983  2,594  

平成 12年 3,547  975  2,572  

平成 13年 3,534  968  2,570  

平成 14年 3,512  960  2,559  

平成 15年 3,500  956  2,538  

平成 16年 3,479  951  2,528  

平成 17年 3,444  947  2,504  

平成 18年 3,419  940  2,480  

平成 19年 3,366  935  2,429  

平成 20年 3,341  929  2,416  

平成 21年 3,314  925  2,390  

平成 22年 3,290  912  2,380  

平成 23年 3,270  909  2,360  

平成 24年 3,250  906  2,350  

平成 25年 3,230  899  2,330  

平成 26年 3,190  891  2,300  

【資料】「耕地及び作付面積統計」 

 

③ 経営耕地規模別農家数（販売農家） 

 

平成 2年 平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 

(戸) 構成比 (戸) 構成比 (戸) 構成比 (戸) 構成比 (戸) 構成比 

総農家数 2,530  100.0% 2,176  100.0% 1,770  100.0% 1,375  100.0% 1,163  100.0% 

0.3ha未満 46  1.8% 20  0.9% 12  0.7% 20  1.5% 7  0.6% 

0.3～0.5ha 995  39.3% 874  40.2% 659  37.2% 492  35.8% 365  31.4% 

0.5～1.0ha 982  38.8% 829  38.1% 703  39.7% 551  40.1% 473  40.7% 

1.0～1.5ha 236  9.3% 196  9.0% 156  8.8% 118  8.6% 132  11.3% 

1.5～2.0ha 89  3.5% 77  3.5% 66  3.7% 43  3.1% 49  4.2% 

2.0～3.0ha 58  2.3% 62  2.8% 63  3.6% 51  3.7% 44  3.8% 

3.0～5.0ha 38  1.5% 43  2.0% 40  2.3% 39  2.8% 38  3.3% 

5.0ha以上 86  3.4% 75  3.4% 71  4.0% 61  4.4% 55  4.7% 

【資料】「農林業センサス」 
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（３） 工業 

① 第２次産業における産業別事業所数の推移 

  
平成 13年 平成 16年 平成 18年 平成 21年 平成 24年 

(事業所) 構成比 (事業所) 構成比 (事業所) 構成比 (事業所) 構成比 (事業所) 構成比 

第 2 次産業 1,578 100.0% 1,517 100.0% 1,477 100.0% 1,517 100.0% 1,435 100.0% 

  

製造業 748 47.4% 734 48.4% 723 49.0% 730 48.1% 704 49.0% 

非製造業 830 52.6% 783 51.6% 754 51.0% 787 51.9% 731 51.0% 

  

鉱業 1 0.1% 2 0.1% 1 0.1% 5 0.3% 2 0.1% 

建設業 820 52.0% 777 51.2% 745 50.4% 774 51.0% 727 50.7% 

電気・ 

ガス・ 

熱供給・ 

水道業 

9 0.6% 4 0.3% 8 0.5% 8 0.5% 2 0.1% 

【資料】「経済センサス基礎調査」 

 

② 第２次産業における産業別従業者数の推移 

  
平成 13年 平成 16年 平成 18年 平成 21年 平成 24年 

(人) 構成比 (人) 構成比 (人) 構成比 (人) 構成比 (人) 構成比 

第 2 次産業 22,798 100.0% 22,315 100.0% 22,654 100.0% 23,500 100.0% 23,395 100.0% 

  

製造業 17,934 78.7% 18,046 80.9% 18,799 83.0% 19,463 82.8% 19,553 83.6% 

非製造業 4,864 21.3% 4,269 19.1% 3,855 17.0% 4,037 17.2% 3,842 16.4% 

  

鉱業 36 0.2% 44 0.2% 32 0.1% 38 0.2% 20 0.1% 

建設業 4,623 20.3% 4,194 18.8% 3,754 16.6% 3,925 16.7% 3,808 16.3% 

電気・ 

ガス・ 

熱供給・ 

水道業 

205 0.9% 31 0.1% 69 0.3% 74 0.3% 14 0.1% 

【資料】「経済センサス基礎調査」 

 

③ 製造業の事業所数、従業者数、敷地面積、製造品出荷額等の推移（従業者 30人以上） 

 平成 13年 平成 16年 平成 18年 平成 21年 平成 24年 

事業所数（所） 91 98 101 102 110 

従業者数（人） 13,923 14,772 15,870 16,230 16,485 

敷地面積（㎡） 2,140,595 2,291,729 2,422,394 3,690,442 2,840,021 

従業者１人当た

り敷地面積 

（㎡／人） 

154 155 153 227 172 

製造品出荷額等

（百万円） 
516,684 640,963 683,945 659,795 610,034 

【資料】「工業統計調査」 
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④ 産業中分類別製造品出荷額 

産業中分類 

平成 22年 平成 25年 

出荷額 

（百万円） 

総数に 

占める割合 

出荷額 

（百万円） 

総数に 

占める割合 

平成22年を100

とした時の指数 

食料品製造業 2,034,856  3.2% 2,030,382  2.8% 100  

飲料・たばこ・飼料製造業 1,130,458  1.8% 1,336,856  1.9% 118  

繊維工業 40,808  0.1% x x - 

木材・木製品製造業 

（家具を除く） 
347,907  0.6% 324,805  0.5% 93  

家具・装備品製造業 x x x x - 

パルプ・紙・紙加工品製造業 7,974,616  12.7% 7,433,393  10.3% 93  

印刷・同関連業 95,513  0.2% 209,321  0.3% 219  

化学工業 20,253,973  32.1% 24,023,253  33.3% 119  

石油製品・石炭製品製造業 x x x x - 

プラスチック製品製造業 

（別掲を除く） 
1,581,860  2.5% 2,481,788  3.4% 157  

ゴム製品製造業 35,883  0.1% 197,660  0.3% 551  

なめし革・同製品・毛皮製造

業 
- - - - - 

窯業・土石製品製造業 450,950  0.7% 409,382  0.6% 91  

鉄鋼業 3,237,718  5.1% 992,784  1.4% 31  

非鉄金属製造業 165,433  0.3% x x - 

金属製品製造業 1,322,925  2.1% 1,669,354  2.3% 126  

はん用機械器具製造業 188,922  0.3% 97,337  0.1% 52  

生産用機械器具製造業 4,289,313  6.8% 10,348,564  14.3% 241  

業務用機械器具製造業 4,869,154  7.7% 4,715,671  6.5% 97  

電子部品・デバイス・電子回

路製造業 
x x 6,959  0.0% - 

電気機械器具製造業 1,218,305  1.9% 1,968,873  2.7% 162  

情報通信機械器具製造業 1,115,297  1.8% 57,730  0.1% 5  

輸送用機械器具製造業 11,732,461  18.6% 12,764,463  17.7% 109  

その他の製造業 831,000  1.3% 827,506  1.1% 100  

合計 63,031,507  100.0% 72,134,360  100.0% 114  

【資料】「工業統計調査」 

【注記】x：個々の申告者の秘密が漏れる恐れがあるため秘匿した箇所 

    －：調査対象外の項目 
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（４） 商業 

① 商業年間販売額、商店数、従業者数、売場面積の推移 

年次 

卸売業 小売業 

商店 

数 

（店） 

従業者 

数 

（人） 

年間 

販売額 

（百万円） 

商店 

数 

（店） 

従業者 

数 

（人） 

年間 

販売額 

（百万円） 

売場 

面積 

（m2） 

平成 6年 259  1,692  74,832  1,637  7,311  134,819  138,875  

平成 9年 223  1,417  64,625  1,552  7,179  134,127  148,188  

平成 11年 262  1,913  82,104  1,516  7,916  129,666  138,943  

平成 14年 223  1,578  58,457  1,423  7,755  121,115  146,851  

平成 16年 236  1,604  55,158  1,315  7,191  120,273  150,647  

平成 19年 219  1,501  61,854  1,240  7,467  120,565  151,755  

平成 26年 207  1,462 53,294 952 6,137 112,177 149,568 

【資料】「商業統計」 

    「地域経済総覧（東洋新聞社）」 

 

② 小売業販売力係数 

小売業販売力係数は、小売業年間販売額／人口について、静岡県平均を 100.0 として

指数化したものであり、各市合併後の現在の市域に相当する集計値を示す。 

  
人口 1人当たり年間販売額（千円/人） 小売業販売力係数 

平成14年 平成16年 平成19年 平成 26年 平成14年 平成16年 平成19年 平成 26年 

静岡県 1,084.4  1,051.4  1,080.2  981.7  100.0  100.0  100.0  100.0  

富士宮市 907.2  898.1  899.8  829.9  83.7  85.4  83.3  84.5  

                  

静岡市 1,130.3  1,126.2  1,125.5  1,167.7  104.2  107.1  104.2  118.9  

沼津市 1,281.2  1,187.2  1,182.2  1,106.2  118.1  112.9  109.4  112.7  

三島市 1,017.9  973.7  907.5  675.2  93.9  92.6  84.0  68.8  

富士市 1,084.0  1,021.1  1,026.2  886.2  100.0  97.1  95.0  90.3  

【資料】「商業統計」 

    「地域経済総覧（東洋新聞社）」 
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③ 業種別事業所数、従業者数、年間商品販売額、売場面積等 

家具・建具・じゅう器小売業については、平成 24 年ではその他の小売業に該当している。 

平成 14 年～平成 19 年の織物・衣服・身の回り品小売業、平成 14 年の自動車・自転車小

売業、平成 16 年～平成 26 年のその他の小売業、平成 26 年の各種商品小売業については、

年間商品販売額及び販売面積に秘匿箇所があるため、各項目の合計と小売業計は一致しない

ものもある。 

 

【事業所数】 

業種分類 
平成14年 

（店） 

平成16年 

（店） 

平成 19年 

（店） 

平成26年 

（店） 

H26 年 

構成比 

H14 年 

対比 

卸売業・小売業合計 1,646  1,551  1,459  1,159  100.0% 70.4% 

卸売業計 223  236  219  207  17.9% 92.8% 

各種商品小売業 8  6  5  2  0.2% 25.0% 

織物・衣服・身の回り

品小売業 
237  207  198  152  13.1% 64.1% 

飲食料品小売業 483  452  419  279  24.1% 57.8% 

自動車・自転車小売業 94  91  93  80  6.9% 85.1% 

家具・建具・じゅう器

小売業 
130  123  110  86 7.4% 66.2% 

その他の小売業 471  436  415  332  28.6% 70.5% 

無店舗小売業 ― ― ― 21  1.8% ― 

小売業計 1,423  1,315  1,240  952  82.1% 66.9% 

 

【従業者数】 

業種分類 
平成14年 

（人） 

平成16年 

（人） 

平成19年 

（人） 

平成26年 

（人） 

H26 年 

構成比 

H14 年 

対比 

卸売業・小売業合計 9,333  8,795  8,968  7,599  100.0% 81.4% 

卸売業計 1,578  1,604  1,501  1,462  19.2% 92.6% 

各種商品小売業 676  665  636  428 5.6% 63.3% 

織物・衣服・身の回り

品小売業 
811  664  620  603 7.9% 74.4% 

飲食料品小売業 2,947  2,841  3,396  2,388 31.4% 81.0% 

自動車・自転車小売業 542  527  515  432 5.7% 79.7% 

家具・じゅう器・機械

器具小売業 
417  398  357  339 4.5% 81.3% 

その他の小売業 2,362  2,096  1,943  1,825 24.0% 77.3% 

無店舗小売業 ― ― ― 122 1.6% ― 

小売業計 7,755  7,201  7,467  6,137  80.8% 79.1% 
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【年間商品販売額】 

業種分類 
平成14年 

（百万円） 

平成 16年 

（百万円） 

平成19年 

（百万円） 

平成26年 

（百万円） 

H26 年

構成比 

H14年

対比 

卸売業・小売業合計 179,572  175,430  182,418  165,471  100.0% 92.1% 

卸売業計 58,457  55,158  61,854  53,294  32.2% 91.2% 

各種商品小売業 8,602  14,117 13,365  ―  ― ― 

織物・衣服・身の回り

品小売業 
9,684  9,481  8,755  8,226  5.0% 84.9% 

飲食料品小売業 42,978  38,587  38,759  35,723  21.6% 83.1% 

自動車・自転車小売業 14,687  15,601  14,814  11,428  6.9% 77.8% 

家具・じゅう器・機械

器具小売業 
7,342  6,591  7,822  6,882 4.2% 93.7% 

その他の小売業 37,669  34,987  36,108  ―  ― ― 

無店舗小売業 ― ― ― 1,193  0.7% ― 

小売業計 121,115  120,273  120,565  112,177  67.8% 92.6% 

 

【売場面積】 

業種分類 
平成 14年 

（㎡） 

平成 16年 

（㎡） 

平成19年 

（㎡） 

平成26年 

（㎡） 

H26 年 

構成比 

H14 年 

対比 

H26 年 

従業者 

当たり 

面積 

（㎡） 

H26 年 

事業所 

当たり 

面積 

（㎡） 

卸売業・小売業合計 ― ― ― ― ― ― ― ― 

卸売業計 ― ― ― ― ― ― ― ― 

各種商品小売業 19,909  19,797  21,201  ―  ― ― ― ― 

織物・衣服・身の回り

品小売業 
23,318  22,093  23,013  25,452  17.0% 109.2% 42.2 167.4 

飲食料品小売業 41,753  42,707  44,386  42,147  28.2% 100.9% 17.6 151.1 

自動車・自転車小売業 4,089  5,880  5,587  2,859  1.9% 69.9% 6.6 35.7 

家具・じゅう器・機械

器具小売業 
16,819  16,365  16,641  10,863 7.3% 64.6% 32.0 126.3 

その他の小売業 40,850  42,528  40,144  ―  ― ― ― ― 

無店舗小売業 0 0 0 0  0.0% 0.0%   

小売業計 146,851  150,647  151,755  149,568  100.0% 101.9% 24.4  157.1  

【資料】「商業統計」 
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３ 利用区分別の土地利用の動向 

 

１ 土地の利用区分の定義及び把握方法 

 

利用区分 定義 把握方法 備考 

1 農用地 ○農地法第2条第1項に定める農
地及び採草放牧地の合計 

― ― 

1)農地 ○耕作の目的に供される土地で
あって畦畔を含む 

○「作物統計」の「田」及び「畑」の合計 ○「静岡農林水産統計年
報」による 

2)採草放牧地 ○農地以外の土地で、主として耕
作又は養畜の事業のための採
草又は家畜の放牧の目的に供

されるもの 

○「世界農林業センサス林業調査報告書」
の「採草放牧に利用されている面積」の
うち「森林以外の草生地（野草地）」 

○「世界農林業センサス
静岡県統計書」による 

2 森林 ○国有林と民有林の合計（林道面

積は含まない） 

― ― 

1)国有林 ア．林野庁所管国有林 

○国有林野法第２条に定める国
有林野から採草放牧地を除い
たもの 

 

○「国有林野事業統計書」にいう「林地」
及び「除地（うち、林道及び貸地内の放
牧採草地の面積を除く）」の合計 

 

○「静岡県林業統計要
覧」による 

イ．官行造林地 

○旧公有林野等官行造林法第１
条の規定に基づき契約を締結
しているもの 

 

○「国有林野事業統計書」にいう「林地」
及び「除地」の合計 

 

○「静岡県林業統計要
覧」による 

ウ．その他省庁所管国有林 
○林野庁以外の国が所有してい
る森林法第２条第１項に定め

る森林 

 
○「世界農林業センサス林業調査報告書」
の現況森林面積 

 
○「静岡県林業統計要
覧」による 

2)民有林 ○森林法第２条第１項に定める
森林であって同法同条第３項

に定める民有林 

○地域森林計画対象及び同計画対象外の民
有林面積の合計 

○「静岡県林業統計要
覧」による 

3 原野 ○「世界農林業センサス林業調査
報告書」の「森林以外の草生地」
から「採草放牧地」又は国有林

に係る部分を除いた面積 

― ○「世界農林業センサス
静岡県統計書」による 

4 水面・河川・水路 ○水面、河川及び水路の合計 ― ― 

1)水面 ○湖沼（人造湖及び天然湖）並び
にため池の満水時の水面 

ア．天然湖沼 
○面積 10ha未満のものは除く 

― 

イ．人口湖 
○日本ダム協会「ダム年鑑」による 

― 

ウ．ため池 
○農林水産省「ため池台帳」の堤高 15m未

満のため池について、堤高区分別有効貯
水量を平均堤高で除し、一定係数を乗じ
て算出する 

― 

2)河川 ○河川法第 4条に定める一級河
川、同法第 5条に定める二級河

川及び同法第 100条による準
用河川の同法第 6条に定める
河川区域 

○一級河川及び二級河川については、河川
区域図をもとに把握 

○準用河川については、「静岡県河川指定
調書」をもとに把握する（水面と重複す
る部分を除く） 

○現在の面積に、各年の
新設、廃止を増減する 

3)水路 ○農業用用排水路 ○水路面積は以下の算式による 
 水路面積 

 ＝（整備済水田面積 
  ×整備済水田の水路率） 
  ＋（未整備水田面積 

  ×未整備水田の水路率） 

○整備済水田の面積は
「農業基盤情報基礎

調査」による 
○整備水田とは区画が

30a 以上の水田とする 

○水路率 
・整備済水田：0.081 
・未整備水田：0.05 
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利用区分 定義 把握方法 備考 

5 道路 ○一般道路、農道及び林道の合計 

○車道部（車道、中央帯、路肩）、
歩道部、自転車道部及び法面等
からなる 

― ○私道、道路運送法第 2

条第8項の自動車道及
び港湾道路は含まな
い 

1)一般道路 ○道路法第2条第1項に定める道
路 

○一般国道のうち、日本道路公団管理の国
道は日本道路公団調べによる 

○上記以外の一般道路は「道路現況調書」
による 

○一般道路は「道路現況
調書」（毎年 4月 1日

現在）の「道路面積」
の「道路敷」による 

2)農道 ○農地面積に一定率を乗じた圃
場内農道及び「市町村農道台
帳」の農道延長に一定幅員を乗

じた圃場外農道 

○農道面積は以下の算式による 
 農道面積 
 ＝圃場内農道面積 

  ＋圃場外農道面積 
 圃場内農道面積 
 ＝水田地域における圃場内農道面積(A) 

  ＋畑地域における圃場内農道面積(B) 
※但し、A =（整備済水田面積 

        ×整備済水田の農道率） 

        ＋（未整備水田面積 
        ×未整備水田の農道率） 
      B =（整備済畑面積 

        ×整備済畑の農道率） 
        ＋（未整備畑面積 
        ×未整備畑の農道率） 

 圃場外農道面積 
 ＝市町村農道台帳の農道延長×一定幅員 

○圃場内農道率 
・整備済水田 0.078                                                                                                    
・未整備水田 0.048 

・整備済畑  0.067 
・未整備畑  0.023 
○圃場外農道 

・農道率   0.40 
・一般幅員  8ｍ 
○整備済水田及び整備

済畑の面積は、「農業
基盤情報基礎調査」に
よる 

3)林道 ○国有林林道及び民有林林道 ○林道のうち、自動車道の延長に一定幅員
を乗じて算出する 

○「静岡県林業統計要
覧」による 

○一般幅員 8ｍ 

6 宅地 ○建物の敷地及び建物の維持又

は効用を果たすために必要な
土地 

○「固定資産の価格等の概要調書」の宅地

のうち評価総地積（村落地区については
地籍調査進捗状況及び地籍調査実施前後
の宅地面積変動率を用いて補正したも

の）と非課税地積を合計したもの 

○資産税課調べによる 

 

1)住宅地 ○「固定資産の価格等の概要調

書」の評価総地積の住宅用地に
非課税地積のうち都道府県営
住宅用地、市町村営住宅用地及

び公務員住宅用地を加えたも
の 

ア．「固定資産の価格等の概要調書」の評

価総地積のうちの住宅用地の面積 
○村落地区については地籍調査進捗状況、
地籍調査実施前後の宅地面積の変動率及

び村落地区に占める住宅地割合を用い補
正した面積を加える 

○村落地区加算につい

て村落地区面積に補
正率を乗じた面積（補
正率 0.70） 

イ．都道府県営住宅用地、市町村営住宅用
地及び公務員住宅用地の面積 

― 

2)工業用地 ○「工業統計表（用地・用水編）」
にいう「事業所敷地面積」を従
業員 10人以上の事業所敷地面

積に補正したもの 

ア．従業員 30人以上の事業所 
○用地・用水編による敷地面積 

○「工業統計調査報告
書」による 

イ．従業員 10人以上 29人以下の事業所 
○産業中分類別に次の算式により算出した
面積の合計 

○従業員 30人以上事業所の敷地面積×従
業員 10人以上 29人以下の事業所の製造
品出荷額等／従業員30人以上事業所の製

造品出荷額等 

3)その他住宅 ○1)、2)の区分のいずれにも該当

しない宅地 

○「宅地」から 1) 住宅地及び 2) 工業用地

を除く 

― 

7 その他 ○本市の面積値から「農用地」、
「森林」、「原野」、「水面・
河川・水路」、「道路」及び「宅

地」の各面積を差し引いたもの 

― ○ゴルフ場、鉄軌道用
地、学校用地、私道、
土砂等の採掘用地、再

生可能エネルギー施
設用地、公園・レクリ
エーション施設用地 
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２ 利用区分別の土地利用動向 

 

表 利用区分別の土地利用動向 

利用区分 

平成 15年 平成 24年 平成 15年～平成 24年 平成 5 年～平成 14 年※ 

面積(ha) 

a 

構成比 

 

面積(ha) 

b 

構成比 

 

増減面積 

(ha)：b-a 

増減率 

b/a 

増減面積 

(ha)：b-a 

増減率 

b/a 

1 農用地 3,496  9.0% 3,256  8.4% △ 240 △ 6.9% △ 416 △ 12.1% 

 

農地 3,496  9.0% 3,256  8.4% △ 240 △ 6.9% △ 416 △ 12.1% 

  田 956  2.5% 906  2.3% △ 50 △ 5.2% △ 46 △ 6.5% 

  畑 2,540  6.5% 2,350  6.1% △ 190 △ 7.5% △ 370 △ 13.6% 

採草放牧地 0  0.0% 0  0.0% 0 ― 0 ― 

2 森林 25,577  65.8% 25,435  65.4% △ 142 △ 0.6% △ 80 △ 0.4% 

3 原野 0  0.0% 0  0.0% 0 ― 0 ― 

4 水面・河川・水路 575  1.5% 575  1.5% 0 0.0% 12 3.0% 

 

水面 60  0.2% 60  0.2% 0 0.0% 0 0.0% 

河川 453  1.1% 453  1.1% 0 0.0% 1 0.3% 

水路 62  0.2% 62  0.2% 0 0.0% 11 31.4% 

5 道路 1,338  3.4% 1,381  3.5% 43 3.2% 158 15.6% 

 

一般 861  2.2% 900  2.3% 39 4.5% 68 10.5% 

農道 336  0.9% 339  0.9% 3 0.9% 80 36.2% 

林道 141  0.3% 142  0.3% 1 0.7% 10 6.9% 

6 宅地 2,419  6.2% 2,649  6.8% 230 9.5% 150 7.4% 

 

住宅地 2,019  5.2% 2,194  5.6% 175 8.7% 146 9.2% 

工業用地 239  0.6% 306  0.8% 67 28.0% 39 21.9% 

その他宅地 161  0.4% 149  0.4% △ 12 △ 7.5% △ 35 △ 14.1% 

7 その他 5,494  14.1% 5,603  14.4% 109 2.0% 176 3.7% 

合計 38,899  100.0% 38,899  100.0% ― ― ― ― 

※参考に第三次国土利用計画富士宮市計画策定時に把握した旧富士宮市の平成５年から平成 14 年ま

での 10 年間の推移も掲載する（旧芝川町の面積推移は含まない） 
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４ 市民意向の把握 

 

１ アンケートによる市民意向の把握 

 

第５次総合計画に係る市民アンケート（平成 26 年）に合わせて、土地利用に関する市民意向

調査を実施した。なお、前年 11 月に実施した平成 25 年度第３回市政モニターアンケート「土地

利用について」と第４次総合計画の策定時に実施された市民アンケート（平成 16 年）の結果を

比較しながら、近年の土地利用に対する市民意向を把握する。本市は地形や自然資源、歴史的発

展経緯などによって地域ごとに異なる特性を持っていることから、特徴的な回答傾向のある項目

については地域とのクロス集計を示す。 

 

（１） アンケートの概要 

① 第５次総合計画に係る市民アンケートの調査方法 

○実施日  平成 26 年１月 16 日（木) 

～２月３日(月) 

○実施方法 郵送による発送・回収 

○対象者  無作為抽出による 3,300 名 

(市内在住の 20 歳以上 80 歳未満の男女) 

○配布数  3,300 通 

○回収数  1,966 通（有効回答 1,957 通） 

○回収率  59.6％（有効 59.3％） 

白糸

2.0%
上井出

2.8%
北山

5.4%

上野
4.2%

大宮東

14.0%

大宮中

18.5%
大宮西

12.2%

富士根北

3.0%

富士根南

16.4%

富丘

13.1%

芝川

6.9%

未記入

1.5%

回答者の地域属性

 

 

② 第４次総合計画（前回策定時）に係る市民アンケートの調査方法 

○実施日  平成 16 年１月～２月 

○実施方法 郵送による発送・回収 

○対象者  無作為抽出による 3,000 名 

○配布数  3,000 通 

○回収数  1,400 通（有効回答 1,390 通） 

○回収率  46.6％（有効 46.3％） 

白糸

2.3%
上井出

3.1%
北山

5.5%

上野

4.9%

大宮東

14.2%

大宮中

19.4%大宮西

12.4%

富士根北

4.3%

富士根南

16.6%

富丘

16.1%

未記入

1.2%

回答者の地域属性
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③ 市政モニターアンケートの調査方法 

a. アンケートの趣旨 

本市では、昭和 63 年より土地利用計画（国土利用計画）を策定し、適正な土地利用の

推進に努めてきた。このアンケートは、今般、土地利用計画（国土利用計画）の改定を

行うに当たり、旧芝川町との合併や富士山の世界遺産登録等の社会動向の変化や近年の

土地利用動向を踏まえ、適切な土地利用をさらに推進するため、市政モニターに意見を

伺うものである。 

 

b. アンケートの調査方法 

○実施日  平成 25 年 11 月 5 日（火)～19 日(火) 

○実施方法 郵送・Ｅメール・ＦＡＸによる回収 

○対象者  市政モニター50 人（任期：平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日） 

○回答率  50 人/50 人中（100.0％） 

 

c. モニターの属性構成 

 大宮中 大宮西 大宮東 富丘 富士根 北部 芝川 合計 

人数(人) 6 8 4 8 13 8 3 50 

構成比 12.0% 16.0% 8.0% 16.0% 26.0% 16.0% 6.0% 100.0% 
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（２） アンケートの集計結果 

 

① 土地利用に関する設問 

 

問２ 富士宮市民として誇れるもの、将来まで残したいものは？ 

93.4%

49.4%

9.2% 6.3% 6.2% 6.8% 3.5%
13.0%

0.4%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
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史
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史
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間
大
社
な
ど
）

祭
り
や
コ
ミ
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ニ
テ
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活
動
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の
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々
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流

牛
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ジ
マ
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の
農
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自
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を
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か
し
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観
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レ

ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
地
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ャ
ン

プ
場
、
ス
カ
イ
ス
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ー
ツ
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ど
）

地
域
産
業
（医
療
関
連
、
工

作
機
械
関
連
）の
活
力

買
物
や
イ
ベ
ン
ト
等
で
に
ぎ

わ
う
商
業
地

や
き
そ
ば
な
ど
の
食
に
よ

る
ま
ち
づ
く
り
の
活
動

そ
の
他

市民アンケート(n=1,957)

 

・「美しい山、川などの自然資源（富士山、白糸の滝、湧水など）」の割合が 90％以上

であり、次いで「名勝、史跡などの歴史的資源（浅間大社など）」が高くなっている。 

 

 

問３ 現在の富士宮市の土地利用の状況について、どう思うか？（２つまで） 

7.8%

2.0% 1.1%
3.7%

25.6% 23.9%

11.9%

27.0%

8.3%
10.1%

27.4%

3.9%
7.1%

2.4% 1.2% 2.7%

20.8% 11.9%

14.4%

44.9%

9.9%

14.7%
21.9%

3.9%

16.0%

2.0% 0.0%

8.0%

32.0%

42.0%

24.0%

8.0%

18.0%
16.0%

8.0% 6.0%
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15.0%

30.0%
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60.0%
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農
地
が
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管
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理
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中
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部
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つ

宅
地
、
工
業
地
、
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が
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在
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集
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郊
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で
の
無
秩

序
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か
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そ
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他

市民アンケート(n=1,957)

前回策定時市民アンケート(n=1,390)

市政モニターアンケート(n=50)

※

 

※前回策定時では「緑地の管理が行き届いていない」 

・「耕作放棄地などが目立つ」「山林の管理が行き届いていない」「中心部では空地が

目立つ」の割合が高くなっている。 

・前回策定時に比べて「中心部では空地が目立つ」の割合が低くなっており、「耕作放

棄地が目立つ」「山林の管理が行き届いていない」といった割合が高くなっている。

なお、市政モニターアンケートでも同様の傾向が見られる。 
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・上井出地域・北山地域・上野地域・芝川地域で割合が高くなっている。 

 

 

41.0%

52.7%
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山林の管理が行き届いていない※

 
・天子山系にかかる地域（白糸・上井出・芝川）で割合が高くなっている。その他の市

北部地域（北山・上野）も比較的高めとなっている。 
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・市街地中心部（大宮東・大宮中・大宮西）で割合が高くなっている。 
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問４ 富士宮市の土地利用を、今後どのように進めていくべきだと思うか？（２つまで） 

8.3%
10.1% 10.4%
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30.0%
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23.4%
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・「中心部の空地有効活用」「観光系を拡大」の割合が高くなっている。 

・前回策定時に比べて「中心部の空地有効活用」「観光系を拡大」「新たな開発に取り

組む」といった土地活用の意向が強まる一方で、「農地を保全」「山林や里山を保全」

への関心も高まっている。なお、市政モニターアンケートでも「中心部の空地有効活

用」「観光系を拡大」「農地を保全」の割合が高くなっている。 
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・問３にて「中心部では空地が目立つ」の割合が高くなっていた市街地中心部（大宮東・

大宮中・大宮西）の割合が高くなっている。 
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・浅間大社のある大宮中地域で高くなっている。 
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・上井出地域・上野地域・芝川地域で割合が高くなっている。これらは問３にて「耕作

放棄地などが目立つ」の割合も高くなっていた地域である。 
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・市北部地域（白糸・上井出・北山・上野）で割合が高くなっている。 
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・白糸地域・上野地域・芝川地域で高くなっている。一方で問３にて「山林の管理が行

き届いていない」の割合が最も高かった上井出地域では 21.8％である。 
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問５ 今後の土地利用規制はどのような方向で取り組むべきだと思うか？ 
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・「規制すべき地域は強化」の割合が最も高く、次いで「地域活性のために少し緩和」

が高くなっており、市民アンケートでは、合わせて 71.2％となっている。 

・前回策定時から大きな傾向の変化は見られない。なお、市政モニターアンケートでは

「規制すべき地域は強化」の割合が 68.0％となっている。 
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・基本的には「規制すべき地域は強化」「地域活性のために少し緩和」を合わせた割合

は 60～80％程度となっており、「規制はしない方がよい」が概ね 10％未満となって

いる。 

・市北部地域（白糸・上井出・北山・上野）や芝川地域では「地域活性のために少し緩

和」が 30～35％程度となっており、緩和の意向が強い傾向にある。特に芝川地域では

「規制はしない方がよい」も合わせると 48.9％である。 



75 

 

 

問７ 住んでいる地域が将来どのようになったらよいと思うか？ 
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・「今のままでよい」の割合が最も高い。次いで「閑静な住宅地域」「緑豊かな地域」

が高くなっている。 

・前回策定時から大きな傾向の変化は見られない。なお、市政モニターアンケートでは

「緑豊かな地域」の割合が高くなっている。 
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・「今のままでよい」の割合はほとんどの地域で 20～40％となっている。上井出地域の

み 16.7％である。 

・「緑豊かな地域」の割合は白糸地域・上野地域で特に高くなっている。 

・「観光的な地域」の割合は白糸地域・上井出地域・富士根北地域で 20％以上となって

いる。 
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【その他の市政モニターアンケート( n = 50 )の結果】 

問３ 富士宮市の近年の土地利用について、 

   どのような課題があると感じているか？ 

（複数回答あり） 
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・「観光関連施設が無秩序に立地」の割合が

高くなっている。 

・次いで「特に気になる課題はない」の割合

が高くなっているが、２割以上が産業廃棄

物処理施設や農業関連施設の無秩序な立

地に対する課題を感じている。 

問７ 今後の土地利用の推進にあたり、 

   特に重要な事項は何だと思うか？ 

（複数回答あり） 
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・「水資源の保全等に配慮」の割合が最も高く

なっている。 

・次いで「住宅地の確保や環境保全に配慮」「観

光・交流の実現」の割合が高くなっている。 
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② 土地利用に関する設問 

 

問６－１ 道路の整備状況の満足度 
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・「やや不満」「不満」を合わせると、芝川地域では 56.9％、上野地域では 50.0％とな

っている。 
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問６－４ 地すべり・がけ崩れに対する整備状況の満足度 
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・ほとんどの地域では「普通」が 45.0％以上である。 

・芝川地域では「普通」が 36.2％である。「やや不満」「不満」を合わせた割合では 50.0％

となっている。 
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問６－14 緑や自然の豊かさの満足度 
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・全体的に「満足」「やや満足」を合わせた割合が高くなっている。特に白糸地域・上

井出地域・上野地域・芝川地域が高くなっている。 



80 

 

 

問６－25 文化財や史跡の豊かさの満足度 
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・「満足」「やや満足」を合わせた割合はほとんどの地域で 15～30％である。 
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③ 土地利用に関わる政策についての設問 

 

問 38 今後５年間で富士宮市政に特に力を入れて欲しいことは？（５つまで） 
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畜産や養鱒業などの農林水産業の振興策

 

・ほとんどの地域で 10％以下であるが、上井出地域では 22.6％と高くなっている。問４

「農地を保全」への意識の高さが関係していると考えられる。 
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企業誘致による工業振興や雇用対策

 

・ほとんどの地域で 20～30％となっている。特に白糸地域と上井出地域では 30％以上で

ある。 
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市街地の商店街整備による商業振興

 

・問４にて「中心部の空地有効活用」の割合が高くなっていた地域（大宮東・大宮中・

大宮西）に加えて、富士根南地域・富丘地域・芝川地域で 20％以上となっている。 
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朝霧高原や浅間大社を生かした観光振興

 

・ほとんどの地域で 30％以上であり、特に白糸地域・上井出地域・北山地域・大宮西地

域では 40％以上となっている。 

・一方で芝川地域では 18.8％となっている。 
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豊富な食資源を生かした産業振興

 

・ほとんどの地域で 10％程度であるが、上野地域では 20.8％、白糸地域では 17.9％と高

くなっている。 

・一方で、芝川地域では 9.0％、上井出地域では 9.4％と低くなっている。 
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世界遺産関連施設の充実

 

・ほとんどの地域で 10～20％程度である。 

・上井出地域では 5.7％と低くなっている。 
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森林、河川などの自然環境の保全

 

・ほとんどの地域で 15～20％である。問４にて「山林や里山を保全」の割合が高くなっ

ていた地域（白糸・上野・芝川）では 20％以上となっている。 
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再生可能エネルギー等のエネルギー対策

 

・ほとんどの地域で 10％程度であるが、白糸地域では 20.5％となっている。 
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２ 第５次総合計画策定地区別懇談会での市民意向の把握 

 

平成 26 年４月から開催された地区別懇談会で出された市民意向を次のとおり把握する。 

 

 

 

（１） 全体的にみられた意見 

 

① 自然環境や水資源の維持保全 

将来にわたり、本市の生活の基盤や風景の骨格となっている水資源や自然環境を適正

に維持保全していきたいという意見があった。 

 

② 防災に関する対策 

富士山の噴火や南海トラフ巨大地震などの自然災害への対策や土地利用の規制・誘導

に関する意見があった。 

 

③ 幹線道路の整備 

日常生活の快適性や観光客への対応の観点から、国道４６９号や岳南北部幹線道路等

の広域的な幹線道路の整備等に関する意見があった。 

 

④ 生活環境等の改善 

安全で快適な日常生活をおくり、通学路の安全性や緊急車両のアクセス等の観点から、

狭あいな道路の拡幅整備や交差点の改良等、身近な生活道路の改善に関する意見が多く

あった。また、大雨時などにおける雨水排水の処理や急傾斜地の防災対策などの安全面

での意見も多く見られた。 

 

⑤ 空地や空家などの低・未利用地の活用 

市街地や集落内の空地や空家が増加していることから、定住の促進や地域の活性化、

顔づくりなどの観点から、これら低・未利用地の有効利用を進めるべきとの意見があっ

た。 
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⑥ 富士山の世界遺産登録を契機とした観光まちづくり 

観光客が増加していることから、中心市街地や朝霧高原などにおける観光まちづくり

を展開し、通過型から滞留型への観光施策の転換や地域の活力再生につなげたいとの意

見があった。また、駐車場の整備や案内サインの統一などの環境整備の必要性について

の意見もあった。 

 

 

（２） 主に市街地内の地区でみられた意見 

 

① 中心市街地の活性化 

浅間大社への観光客の増加などを契機として、商店街の活性化やまち並みの整備、多

様な資源を活かした回遊ルートの整備等、観光客の滞留時間を増やし、地域の活性化に

もつなげるべきとの意見があった。 

 

② 豊かな生活環境の創出 

湧水や河川などの水辺を活かしたうるおいのあるまちづくりや、公園や広場などの整

備による豊かな生活環境の整備に関する意見があった。 

 

 

（３） 主に市街地周辺部の地区でみられた意見 

 

① 休耕地（耕作放棄地）への対応や山林の維持 

耕作者や管理者の高齢化の進行や後継者不足などにより、休耕地の増加や山林の荒廃

が進行しつつあることから、これらへの対応が必要との意見があった。 

 

② 定住等の促進 

地域コミュニティを維持する等の観点から、若年層の定住促進や移住者の受け入れな

どを進めるため、空家の活用や都市計画法及び農地法の弾力的な運用等に関する意見が

あった。 

 

③ 安全な生活環境の維持改善等 

生活排水の改善やごみ等の不法投棄への対応などにより、生活環境の維持改善を進め

る必要性があるとの意見や、土砂災害などの発生予防や安全性の確保が必要であるとの

意見もあった。 
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■参考：地区別の主な意見 

地区名 主な意見 

白糸 ○生活環境の整備 

・狭あいな道路の拡幅整備（主に安全性の確保） 

・増加する空家への対応 

○災害への対応 

・河川の水害、橋梁の腐敗対策 

○再生可能エネルギー 

・景観に配慮したメガソーラーなどの導入の検討 

○農業の振興等 

・耕作者の高齢化や後継者不足による耕作放棄地の増加への対応 

・農用地区域の土地利用に対する弾力的な運用（若年層の定住等） 

○山林の管理 

・木材価格の低迷による放置林や風倒木の増加への対応 

上井出 ○自然環境や富士山への眺望・景観の保全と活用 

・水源かん養林の保全、地下水の保全（水源量の減少や水質の悪化） 

・集落の生活排水の適正な処理 

・太陽光パネルの禁止と水資源を活かした自然エネルギーの活用の検討 

○生活環境の整備 

・歩行者の安全性の確保 

・排水路の整備（側溝があふれ床下浸水等） 

・ごみの不法投棄、廃屋や空家の増加への対応 

○道路の拡幅整備 

・観光客の増加により渋滞が激しい、日常生活に影響が出ている 

○農業環境のあり方 

・新規の農業従事者の確保 

・酪農における糞尿処理のあり方 

○観光都市づくり 

・通過型から滞在型観光への転換（自然と調和した観光施設等） 

・観光と農業に関する規制の強化と緩和のバランス 

○食によるまちづくりについて 

・食・観光交流ゾーンの設定は効果があったのか？ 

○大規模施設の跡地利用 

○若年層の定住や移住者を受け入れるための空家の活用や新たな住宅地の整備 

○土地利用規制の緩和（市街化調整区域、農用地区域等） 
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地区名 主な意見 

北山 ○生活環境の整備 

・狭あいな道路の拡幅整備（主に安全性の確保） 

・２世帯居住（在宅介護）が可能な建ぺい率・容積率への緩和 

・国道 469 号の早期開通 

○災害への対応 

・富士山噴火等への対応 

・大雨時における冠水への対策（森林の手入れが行き届かない等） 

○再生可能エネルギー 

・水力発電による地域エネルギーの確保（災害時も含めて） 

○農業の振興等 

・耕作放棄地の増加への対応 

・農用地区域の土地利用に対する弾力的な運用（若年層の定住等） 

上野 ○農業振興と地域活性化 

・農業従事者の高齢化や後継者不足による耕作放棄地の増加や田園景観の変化への対応 

・農村部のビジョンや整備が欲しい 

・地元出身者の居住地の確保 

・土地利用規制の緩和（市街化調整区域、農用地区域等） 

○豊富な歴史・文化資産の継承 

○道路の整備 

・国道４６９号の延伸、上野バイパス、県道等 

大宮東 ○生活環境の整備 

・狭あいな道路の拡幅整備（主に安全性の確保） 

・雨水排水への対応 

・湧水を活用したうるおいの再生、水を活かしたまちづくり（ビオトープづくり等） 

○災害への対応 

・富士山噴火への対応（避難経路や避難場所の確保、防災訓練等）やハザードマップを

活かした安全なまちづくり 

・南海トラフ巨大地震への対応（建物の安全性や防災備蓄） 

○中心市街地 

・空店舗の活用、商業の活性化 

・門前町風のまち並みの形成（統一感のあるまち並みの形成） 

・多様な資源を活かした回遊性の向上 

○農業の振興等 

・農用地区域の土地利用に対する弾力的な運用 

○その他 

・企業誘致や宿泊施設の誘致による活力の再生 

・観光資源等のネットワークの構築 
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地区名 主な意見 

大宮中 ○生活環境の整備 

・狭あいな道路の拡幅整備（主に安全性の確保） 

・水路や水辺の再生、公園や広場の整備による豊かな生活環境の形成 

・大雨時における冠水への対策 

・富士宮らしい鎮守の森を守り、次世代に継承する 

○災害への対応 

・富士山噴火や南海トラフ巨大地震への対応、避難経路や避難場所の確保 

○中心市街地 

・空店舗の活用、商業の活性化 

・浅間大社や富士山世界遺産センターを活かしたまちづくり 

大宮西 ○生活環境の整備 

・狭あいな道路の拡幅整備（主に安全性の確保） 

・水路や水辺の再生、豊かな生活環境の形成 

○災害への対応 

・土砂災害や南海トラフ巨大地震への対応 

○緑化方法の改善 

・在来種の活用や生物多様性の確保（緑の質の向上） 

○中心市街地 

・空店舗の活用、商業の活性化 

・門前町としてのまち並みの整備 

富士根北 ○生活環境の整備 

・狭あいな道路の拡幅整備（主に安全性の確保） 

・生活排水の改善、昔のような河川・水辺へ 

・空地や空家を活用した定住促進や地域の活性化 

○災害への対応 

・富士山噴火への対応（避難経路や避難場所の確保、防災訓練等） 

○中心市街地 

・空店舗の活用、商業の活性化 

○森林の適切な維持・管理 

○農業の振興等 

・耕作放棄地の増加への対応 

・農用地区域の土地利用に対する弾力的な運用 

○地域の雇用 

・企業誘致による財政対策や地域住民の雇用促進 

・国道 469 号沿道への企業誘致（工業団地等） 
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地区名 主な意見 

富士根南 ○生活環境の整備 

・狭あいな道路の拡幅整備（主に安全性の確保） 

・湧水を活用した豊かな生活環境の形成 

・増加しつつある空家への対応 

○災害への対応 

・土砂災害や南海トラフ巨大地震への対応 

・大雨時における冠水への対策（下水道、側溝、水路等） 

○中心市街地 

・空店舗の活用、商業の活性化 

・門前町としてのまち並みの整備 

○再生可能エネルギー 

・景観に配慮した再生可能エネルギーの導入 

○農業の振興等 

・耕作放棄地の増加への対応 

・農用地区域の土地利用に対する弾力的な運用 

○観光や産業の振興 

・自然や環境を活かした滞在型の観光 

・先端企業の研究所や大学の誘致 

富丘 ○生活環境の整備 

・狭あいな道路や交差点等の整備（安全性の確保、緊急車両のアクセス） 

○災害への対応 

・土砂崩れ、崖の崩落、雨水排水への対策等 

○農業の振興等 

・耕作者の高齢化や後継者不足による耕作放棄地の増加への対応 

○中心市街地 

・空店舗の活用、商業の活性化 

・門前町としてのまち並みの整備 
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地区名 主な意見 

芝川 ○急傾斜地等における土砂災害への対応、台風の被害による復旧 

○山林や農地の荒廃への対応（災害を誘発する、側溝に土砂等がつまりオーバーフロー

する） 

○土砂の不法投棄（羽鮒山周辺）への対応 

○森林の適切な維持・管理 

○農業従事者の高齢化や後継者不足による耕作放棄地の増加や良好な田園景観の変化

への対応 

○営農者の環境整備（第３者の受け皿づくりなど） 

○中心市街地と本地区のアクセスの改善（県道） 

○道路の安全性向上や緊急車両のアクセスのための県道や生活道路の拡幅整備、橋梁の

耐震化等 

○中心市街地の活性化 

○通過型から滞在型観光への転換、具体策の実施 

○別荘地における排水等の対策 

○若年層の定住促進や移住者を受け入れるための空家の活用など新たな住宅地の整備 

○土地利用規制の緩和（市街化調整区域、農用地区域等） 
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５ 利用区分別将来フレームの推計 

 

１ 農用地 

 

農用地面積の算定は、次の３つの方法により算定し、推計値を求める。 

●推計方法 

(1)過去のトレンドによる推計 

(2)農家一戸当たりの耕地規模による推計 

(3)農地転用による推計 

 

（１） 過去のトレンドによる推計 

過去の農用地面積の増減率／年を用いて、目標年次の農用地面積を推計する。 

 

① 農用地面積の増減率／年の設定 

平成 15 年～平成 24 年の農用地面積の増減率／年は、下表のとおり－0.4％～－1.6％

までの幅はあるものの、概ね－0.8％程度で推移している。これを平成 15 年～平成 19 年

と平成 20 年～平成 24 年のそれぞれ５カ年別に見ると、前者の増減率は－4.4％、後者は

－3.2％であった。 

今後、農用地は、これまでの推移と同様に減少傾向が続くと思われるが、これまでの

年平均増減率が－１％未満であることから、目標年次までの増減率／年を平成 20 年～平

成 24 年の年平均増減率と同様に－0.6％と設定する。 

 

表 過去の農用地面積の推移と増減率 

  農用地面積(ha) 増減面積(ha) 増減率 ５年間の増減率 年平均増減率 

平成 14年 3,519 

  

    

平成 15年 3,496 -23 -0.65%     

平成 16年 3,481 -15 -0.43%     

平成 17年 3,447 -34 -0.98%     

平成 18年 3,420 -27 -0.78%     

平成 19年 3,365 -55 -1.61% -4.4% -0.9% 

平成 20年 3,349 -16 -0.48%     

平成 21年 3,315 -34 -1.02%     

平成 22年 3,292 -23 -0.69%     

平成 23年 3,269 -23 -0.70%     

平成 24年 3,256 -13 -0.40% -3.2% -0.6% 

H14～H24 

 

-263 -7.47%     

      【出典】静岡農林水産統計年報（関東農政局統計部） 
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② 目標年次における農用地面積の推計 

平成 24 年から平成 37 年までの 13 年間の増減率／年を－0.6％とした場合、次の算定

方法により農用地面積を推計する。 

 

●推計  3,256ha（H24の農用地面積）×（１－0.006）13＝3,011ha 

 

 

（２） 農家一戸当たりの耕地規模による推計 

 

① 農家数と一戸当たり耕地規模の増減率の設定 

平成７年から平成 22 年までの 15 年間の農家数の年平均増減率は、下表のとおり 

－0.8％～－2.4％であり、平均で－1.5％となっている。今後の増減率も同様の傾向が続

くと想定し、農家数の増減率／年を－1.5％と設定する。 

また、農家一戸当たりの耕地規模は、ゆるやかな増加傾向が見られる。平成７年から

平成 22 年までの年平均増減率は＋0.2～＋1.7％とばらつきが見られるが、15 年間の平均

は＋0.9％となっている。今後も、意欲のある農家へ農地の集約化が進行することが見込

まれるため、農家一戸当たりの耕地規模の増減率／年を＋0.9％と設定する。 

 

② 目標年次における農家数と一戸当たり耕地規模の推計 

平成 37 年における農家数と農家一戸当たり耕地規模は、それぞれ次のとおり推計でき

る。 

 

○農家数＝2,937戸（H22農家数）×（1-0.015（農家数の増減率））15＝2,341≒2,340戸 

○農家一戸当たり耕地規模 

＝112.0ａ（H22農家一戸当たり耕地規模）×（1+0.009（農家一戸当たり耕地規模増減率））15

＝128.1≒128ａ 

 

表 過去の農家数と耕地規模の推移 

  

  

農家数 

(戸) 

年平均 

増減率 

耕地面積 

(ha) 

年平均 

増減率 

農家一戸当たり 

耕地規模(a) 

年平均 

増減率 

平成 7年 3,755  3,722 
 

99.1  
 

平成 12年 3,306 -2.4% 3,547 -0.9% 107.3  1.7% 

平成 17年 3,179 -0.8% 3,444 -0.6% 108.3  0.2% 

平成 22年 2,937 -1.5% 3,290 -0.9% 112.0  0.7% 

平成 7年～ 

平成 22年の平均 
  -1.5%   -0.8%   0.9% 

平成 37年推計 2,341       128.1   

【出典】富士宮市の統計（農林業センサス・農業センサス） 
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③ 目標年次における農用地面積の推計 

②で求めた目標年次の農家数と一戸当たり耕地規模の推計から、農用地面積は次のよ

うに推計できる。 

 

●推計 2,340戸×128a＝2,995ha 

 

 

（３） 農地転用による推計 

 

① 平成 24年における市街化区域及び市街化調整区域の農用地面積の推計 

平成 24 年の固定資産税の概要調書から、市域の農用地面積における市街化区域及び市

街化調整区域の構成比を算出し、それをもとに、平成 24 年における農用地面積について、

次のとおり推計する。 

 

○市街化区域内農用地    3,256ha（H24農用地面積）×7.2％（H24構成比） ≒ 234ha 

○市街化調整区域内農用地  3,256ha（H24農用地面積）×92.8％（H24構成比） ≒ 3,022ha 

 

② 市街化区域及び市街化調整区域の農地転用の推計 

平成 15 年から平成 24 年までの市街化区域における農地転用率は、次ページ表のとお

り＋2.7～＋4.0％で推移しており、平均＋3.3％である。同様に、市街化調整区域では＋

0.1～＋0.2％で推移しており、平均＋0.1％となっている。 

今後も、同様の転用率で推移すると仮定し、①の算定結果に基づき、目標年次におけ

る転用面積を次の通り算定する。 

 

○市街化区域内の農地転用面積 

234ha－234ha×（１－0.033（市街化区域内の年平均農地転用率））13＝82.7ha≒83ha 

○市街化調整区域内の農地転用面積 

3,022ha－3,022ha×（１－0.001（市街化調整区域内の年平均農地転用率））13＝39.1ha≒39ha 
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表 過去の農地転用面積 

  
平成 

15 年 

平成 

16 年 

平成 

17 年 

平成 

18 年 

平成 

19 年 

平成 

20 年 

平成 

21 年 

平成 

22 年 

平成 

23 年 

平成 

24 年 
平均 

市街化区域     

  農地面積(ha) 375.7  367.1  357.9  347.9  337.9  329.2  320.8  315.5  310.6  304.4    

  （構成比） 8.4% 8.3% 8.1% 7.9% 7.7% 7.6% 7.4% 7.3% 7.2% 7.2%   

  農地転用面積(ha) 10.0  11.8  13.4  11.1  13.6  12.5  9.7  8.8  8.9  11.7    

  農地転用率 2.7% 3.2% 3.7% 3.2% 4.0% 3.8% 3.0% 2.8% 2.9% 3.8% 3.3% 

市街化調整区域      

  農地面積(ha) 4,084.5  4,072.6  4,055.7  4,035.6  4,036.4  4,023.1  4,022.2  4,016.4  4,013.1  3,940.1    

  （構成比） 91.6% 91.7% 91.9% 92.1% 92.3% 92.4% 92.6% 92.7% 92.8% 92.8%   

  農地転用面積(ha) 8.8  5.6  4.3  4.4  6.6  5.5  1.9  6.4  4.6  2.1    

  農地転用率 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.2% 0.1% 0.0% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 

全市     

  農地面積(ha) 4,460.1  4,439.7  4,413.6  4,383.4  4,374.4  4,352.4  4,343.0  4,331.8  4,323.7  4,244.6    

  農地転用面積(ha) 18.8  17.4 17.7 15.5 20.2 18 11.6 15.2 13.5 13.8   

  農地転用率 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.5% 0.4% 0.3% 0.4% 0.3% 0.3% 0.4% 

【出典】農地面積：固定資産税の概要調書、農地転用面積：農業委員会資料 

 

③ 目標年次における農用地面積の推計 

②の算定結果に基づき、平成 37 年の農用地面積は次のとおり算定できる。 

 

●推計 3,256ha－（83ha＋39ha）＝3,134ha 

 

 

（４） 目標年次における農用地面積の設定 

 

３つの推計方法に基づく、算定結果は次のとおりであり、それぞれに大きな差が見られ

る。 

これまで、農用地の増減面積は推計値を上回る傾向が見られるが、今後の営農環境の整

備や保全を考慮し、目標年次における農用地面積は、(3)農地転用による推計値を用いるこ

ととする。 

 

推計方法 推計値 増減面積 備考 

(1)過去のトレンドによる推計 3,011ha －245ha  

(2)農家一戸当たりの耕地規模による推計 2,995ha －261ha  

(3)農地転用による推計 3,134ha －122ha 目標年次として設定 

 

 

 



95 

 

 

●平成 37年における農用地面積の推計 ・・・ 3,134ha 

 

3,496 3,481
3,447

3,420

3,365 3,349
3,315

3,292
3,269 3,256

3,134 

2,900

3,000

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

3,600

農用地の推移（ ha ）

 

 

 

２ 森林 

 

森林面積の算定は、次の２つの方法により算定し、推計値を求める。 

●算定方法 

(1)過去のトレンドによる推計 

(2)個別事業の積み上げによる推計（大規模開発、林道整備等） 

 

（１） 過去のトレンドによる推計 

過去の森林面積の増減率／年を用いて、目標年次の森林面積を推計する。 

 

① 森林面積の増減率／年の設定 

平成 15 年～平成 24 年の森林面積の増減率／年は、＋0.4％～－0.3％までの幅はある

ものの、概ね、－0.01％程度で推移している。これを平成 15 年～平成 19 年と平成 20 年

～平成 24 年のそれぞれ５カ年別に見ると、前者の増減率は＋0.10％であるのに対し、後

者は－0.23％となっている。今後の森林面積は、これまでと同様にゆるやかに減少傾向

が続くと考えられ、また、新東名の整備などの大規模な工事に伴う森林面積の大幅な減

少はないと考えられることから、目標年次までの増減率／年を平成 15 年～平成 24 年の

年平均増減率と同様に－0.01％と設定する。 

 

② 目標年次における森林面積の推計 

平成 24 年から平成 37 年までの 13 年間の年平均増減率を－0.01％とした場合、次の算

定方法により森林面積を推計する。 
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●推計 25,435ha（H24森林面積）×（１－0.0001）13＝25,402ha 

 

表 過去の森林面積の推移と増減率 

  森林面積(ha) 増減面積(ha) 増減率 ５年間の増減率 年平均増減率 

平成 14年 25,469          

平成 15年 25,577  108 0.42%     

平成 16年 25,576  -1 0.00%     

平成 17年 25,576  0 0.00%     

平成 18年 25,497  -79 -0.31%     

平成 19年 25,494  -3 -0.01% 0.10% 0.02% 

平成 20年 25,492  -2 -0.01%     

平成 21年 25,489  -3 -0.01%     

平成 22年 25,482  -7 -0.03%     

平成 23年 25,436  -46 -0.18%     

平成 24年 25,435  -1 0.00% -0.23% -0.05% 

H14～H24   -34 -0.13%    -0.01% 

【出典】森林・林業統計要覧（静岡県森林計画課） 

 

 

（２） 個別事業の積み上げによる算定 

 

① 今後 10年間の林道整備の見込み 

今後の林道整備は、天子ヶ岳線の新設が予定されており、次の面積を林道の増加面積

として推計する。 

 

○林道整備見込み  3,000m（総延長）×3.5m（平均幅員）＝1.05ha≒1.0ha 

 

② 今後 10年間の大規模開発の見込み 

今後、10 年間における大規模開発事業による森林の減少面積は、次表の通り 61.5ha

と見込まれている。 

 

 開発予定面積 (ha) 地目が山林の面積 (ha) 

Ａ社 53.0 43.0 

Ｂ社 6.0 6.0 

Ｃ社 4.0 0.0 

Ｄ社 15.5 0.0 

Ｅ社 10.0 10.0 

Ｆ社 2.5 2.5 

合計 91.0 61.5 

        【出典】富士宮市未来企画課及び商工振興課調べ 
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③ 林道及び大規模開発を除いた森林面積の増減率 

平成 15 年から平成 24 年までの森林の増減面積（－142ha）のうち、林道増加面積が   

１ha であり、林地開発（１ha 以上）の合計（下表：林地開発の動向）が 87ha であった

ため、これら以外の森林の増減面積は－54ha であった。そこで、年平均増減率をＸとす

ると、下記の式から－0.021％が導かれる。 

 

○林道整備及び林地開発以外の森林の増減面積 

142ha－（１ha（林道整備面積）＋87ha（林地開発面積））＝54ha（森林減少面積） 

○林道整備及び林地開発以外の森林の年平均増減率（Ｘ） 

25,577ha（H15森林面積）×（１＋Ｘ）10＝（25,577ha－54ha） Ｘ＝－0.000211 

 

よって、平成 37 年までの大規模開発事業以外の森林減少面積は、次のとおり算定でき

る。 

 

○平成 37年までの森林減少面積 

25,435ha（H24森林面積）－25,435×（1－0.000211）13＝69.7ha 

 

これにより、今後 10 年間の森林の減少面積は、次のとおり推計できる。 

 

●推計 25,435ha（H24森林面積）－（1.0ha＋61.5ha＋69.7ha）＝25,302.8≒25,303ha 

 

表 林地開発の動向 

  

工場 

(ha) 

住宅 

(ha) 

道路・その他 

(ha) 

合 計 

(ha) 

平成 15年 0 0 0 0 

平成 16年 0 0 0 0 

平成 17年 0 0 23 23 

平成 18年 2 0 0 2 

平成 19年 38 0 0 38 

平成 20年 1 0 0 1 

平成 21年 16 0 0 16 

平成 22年 5 2 0 7 

平成 23年 0 0 0 0 

平成 24年 0 0 0 0 

合 計 62 2 23 87 

【出典】富士宮市都市計画課調べ 
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（３） 目標年次における森林面積の設定 

２つの方法に基づく、算定結果は下表のとおりである。 

それぞれの算定結果では 80ha の差があるが、過去 10 年（H15－H24）の減少面積が

142ha であったこと、今後、大規模な土地利用転換も見込まれることから、ここでは、(2)

個別事業の積み上げによる算定を推計値として用いることとする。 

なお、推計方法（１）、（２）では、森林面積の増減率に反映する要因の１つとして、

土石等の採掘用地（利用区分は「その他」）への土地利用転換を見込んでいるが、土石

等の採掘用地は、その役割が果たされると森林への復元が義務づけられている。しかし、

市内の土石等の採掘用地はいずれも未だ利用が続いており、拡張の傾向が見られるため、

目標年次においては、復元される面積より拡張される面積の方が多くなるものと想定し

ている。 

 

推計方法 推計値 増減面積  

(1)過去のトレンドによる推計 25,402ha -33ha  

(2)個別事業の積み上げによる算定 25,303ha -132ha 目標年次として設定 

 

 

●平成 37年における森林面積の推計 ・・・ 25,303ha 

 

25,57725,57625,576

25,49725,49425,49225,48925,482

25,43625,435

25,303 

25,150

25,200

25,250

25,300

25,350

25,400

25,450

25,500

25,550

25,600

森林の推移（ ha ）
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３ 原野 

 

原野については、平成 14 年以降は存在（0ha）していない。今後、健全な土地利用を推進

する観点から原野の発生の防止に努め、目標年次においても 0ha と推計する。 

 

●平成 37年における原野面積の推計 ・・・ 0ha 

 

 

４ 河川・水面・水路 

 

（１） 水面・河川の推計 

平成 15 年から平成 24 年までの 10 年間では、水面・河川の増加はなく、今後 10 年間

においては、面積の増加に影響するような河川工事等は予定されていないことから、水

面・河川については、増減なしと推計する。 

 

（２） 水路の推計 

水路は、平成 15 年から平成 24 年までの 10 年間では、農業基盤整備によりわずかに増

加したが、面積の増加には至らなかった。今後 10 年間においては、大規模な農業基盤整

備は予定されていないことから、水路面積も増減なしと推計する。 

 

●平成 37年における水面・河川・水路面積の推計 ・・・ 575ha 
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５ 道路 

 

（１） 道路の新設及び改良による道路面積の増加（一般道路） 

① 計画的な一般道路整備面積の推計 

今後 10 年間において、高速道路、一般道路（国県道）の整備見込みは、下表のと

おり約 7.0ha と推計できる。 

 

  
道路名称等 

延長

(m) 

幅員

(m) 

面積

(ha) 
備考 

計

画

道

路 

阿幸地青見線道路 

改良事業 
（H26～H30） 100 17.00  0.17  

富士宮市都市整備課 

（平成 26 年度～平成 39 年度） 田中青木線道路 

改良事業 
（H29 以降 10 年程度） 1,062 16.00  1.70  

国

県

道

等 

国道 469 号 

山宮バイパス 

富士宮市村山～山宮 

（バイパス） 
800 12.00  0.96  

静岡県道路企画課 

（平成 25 年度～平成 29 年度） 

県道富士白糸 

富士宮線 

富士宮市下条 

（バイパス） 
1,250 10.25  1.28  

国道 469 号 

下稲子バイパス 

富士宮市下稲子 

（バイパス） 
824 9.00  0.74  

県道清水富士宮線 
富士宮市内房尾崎２ 

（バイパス） 
480 10.75  0.52  

県道清水富士宮線 富士宮市西山（拡幅） 377 12.00  0.45  

市

道 

１級市道神成丸塚線・出水新梨線改良事業 1,080 8.00  0.86  幅員：3.0m→11.0m 
富士宮市 

道路課 

(H28 年度 

～H37 年度） 
２級市道平山見返線改良事業 690 5.00  0.35  幅員：3.0m→8.0m 

合

計         
    7.03  

      

【出典】富士宮市都市整備課及び道路課 

 静岡県道路企画課 

 

 

② その他の一般道路の実延長の延伸量の推計 

平成 16 年から平成 24 年までの実延長の延伸量は、52ｍ～5,998ｍと年度により大きな

差が見られる。今後は平均して 3,000ｍ／年が延長されると想定する。（次ページ表） 

 

③ その他の一般道路の改良率の増加量の推計 

平成 16 年から平成 24 年までの改良率の増加量は、-0.9～＋1.2％となっており、今後

の改良延長率は、概ね平均である 0.3％と想定する。（次ページ表） 
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実延長：Ａ 改良延長：Ｂ 改良率 
前年度 

からの 

前年度 

からの 

前年度 

からの 

合計 国県道 市道 合計 国県道 市道 

：Ｂ／Ａ 

実延長の 改良延長 改良率の 

（ｍ） 等（ｍ） （ｍ） （ｍ） 等（ｍ） （ｍ） 
延伸量 

（ｍ） 

の延伸量 

（ｍ） 

増加量 

 

平成 

16 年 
1,351,530 227,483 1,124,047 728,405 183,995 544,410 53.9% ― ― ― 

平成 

17 年 
1,357,528 228,359 1,129,169 747,319 185,779 561,540 55.0% 5,998 18,914 1.1% 

平成 

18 年 
1,358,004 228,373 1,129,631 752,861 186,695 566,166 55.4% 476 5,542 0.4% 

平成 

19 年 
1,362,144 228,752 1,133,392 762,227 188,460 573,767 56.0% 4,140 9,366 0.6% 

平成 

20 年 
1,365,220 228,727 1,136,493 768,263 188,719 579,544 56.3% 3,076 6,036 0.3% 

平成 

21 年 
1,369,435 228,452 1,140,983 777,924 188,823 589,101 56.8% 4,215 9,661 0.5% 

平成 

22 年 
1,373,466 228,441 1,145,025 784,492 188,930 595,562 57.1% 4,031 6,568 0.3% 

平成 

23 年 
1,373,518 228,296 1,145,222 772,440 189,151 583,289 56.2% 52 ※-12,052 -0.9% 

平成 

24 年 
1,375,974 228,769 1,147,205 778,898 190,101 588,797 56.6% 2,456 6,458 0.4% 

平均               3,056 6,312 0.3% 

※（－）となっているのは、市道の国道昇格に伴う重複計上を訂正したため。   【出典】道路現況調書（静岡県） 

 

 

④ 目標年次における道路面積 

改良延長は、次のような延長が想定できる。 

 

  

年平均の 

改良率 

増加量 

基準年からの 

合計改良率 

増加量 

年平均の 

実延長 

延伸量 

（m） 

基準年から 

の実延長 

延伸量 

（m） 

改良率の

推定値 

実延長の

推定値 

（m） 

改良 

延長の 

推定値 

（m） 

基 

準 

年 

平成 

27 年 
0.3% 0.9% 3,000 9,000  57.5% 1,384,974 796,360  

平成 

24 年 

平成 

32 年 
0.3% 1.5% 3,000 15,000  59.0% 1,399,974 825,985  

平成 

27 年 

平成 

37 年 
0.3% 1.5% 3,000 15,000  60.5% 1,414,974 856,059  

平成 

32 年 

 

○平成 27年度から平成 37年度までの改良延長の延伸量の推計値 

856,059ｍ（平成 37年度の改良延長）－796,360ｍ（平成 27年度の改良延長）＝ 59,699ｍ 

 

このうち、平成 27 年度からの実延長距離は、10 年間で 30,000ｍ（＝3,000ｍ／年×10 年）

が新たに整備されると推計し、新設を 30,000ｍ、改良を 29,699ｍと区分し、新設道路の標

準的な幅員を 6ｍ、改良による平均拡幅幅員を 3ｍとそれぞれ想定する。 

この結果、目標年次における一般道路の増加面積は次の通り算定される。 



102 

 

 

○一般道路の増加面積の推計・・・34ha（7ha＋27ha） 

       一般道路の新設・・・6ｍ×30,000ｍ＝18ha 

       一般道路の改良・・・3ｍ×29,699ｍ＝8.91ha≒9ha 

 

●平成 37年における一般道路面積の推計 

   900ha（H24一般道路面積） ＋ 34ha ＝ 934ha 

 

 

（２） 農道の推計 

今後 10 年間における新たな農道整備として、次のような整備が予定されている。 

  

農業農村整備事業 中山間地域総合整備事業（朝霧高原） 

合計 

面積 

(ha) 

富士根南 富士西富士宮 農業生産基盤整備 農村生活環境基盤整備 

延長 

(m) 

幅員 

(m) 

面積 

(ha) 

延長 

(m) 

幅員 

(m) 

面積 

(ha) 

延長 

(m) 

幅員 

(m) 

面積 

(ha) 

延長 

(m) 

幅員 

(m) 

面積 

(ha) 

平成 

28 年 560  4.0  0.2  － － － － － － 360  4.5  0.2  0.4  

平成 

29 年 180  4.0  0.1  － － － 1,370  4.5  0.6  － － － 0.7  

平成 

30 年 － － － － － － 600  4.5  0.3  280  4.5  0.1  0.4  

平成 

31 年 － － － － － － 330  4.5  0.1  1,320  4.5  0.6  0.7  

平成 

32 年 － － － － － － － － － 770  4.5  0.3  0.3  

平成 

33 年 － － － 800  4.5  0.4  － － － － － － 0.4  

合計 740  4.0  0.3  800  4.5  0.4  2,300  4.5  1.0  2,730  4.5  1.2  2.9  

【出典】富士農林事務所 

 

●平成 37年における農道面積の推計 

339ha（H24農道面積） ＋ 2.9 ha ＝ 341.9 ≒ 342 ha 

 

 

（３） 林道の推計 

今後の林道整備は、天子ヶ岳線（延長 2,962m、幅員 3.5m）のみが予定されている。そ

の他は台風被害による復旧整備が主で、もともとある林道を復元するための整備なので、

面積の増加にはならない。（富士宮市花と緑と水の課） 

 

○林道面積の推計  総延長 2,962m×3.5m（平均幅員）＝1.0ha 

 

●平成 37年における林道面積の推計 

142ha（H24農道面積） ＋ 1.0 ha ＝ 143 ha 
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（４） 目標年次における道路面積の推計 

一般道路、農道及び林道を合計したものが、道路面積となる。 

 

○平成 37年の道路面積 

（ 一般道路 934ha ＋ 農道 342ha ＋ 林道 143ha ＝ 1419ha ） 

 

●平成 37年における道路面積の推計 ・・・ 1,419ha 

 

1,338 
1,345 

1,353 1,358 1,360 1,363 1,367 
1,374 1,376 1,381 

1,419 

1,280

1,300

1,320

1,340

1,360

1,380

1,400

1,420

1,440

道路の推移（ ha ）

  

 

 

６ 宅地 

 

６-１ 住宅地 

●算定方法 

(1)１人当たりの住宅地面積による推計 

(2)１世帯当たりの住宅地面積による推計 

 

（１） １人当たりの住宅地面積による推計 

① 住民１人当たりの住宅地面積の推計 

住民基本台帳に基づく、住民１人当たりの住宅地面積は、次ページ表のとおり世帯人

員の縮小に伴い、徐々に拡大傾向が見られる。平成 14 年には、149.7 ㎡／人であったの

に対し、平成 24 年では 163.8 ㎡と増加している。これを 1 年ごとの年平均増減率で見る

と、＋0.35％～＋1.81％となっており、この 10 年間の平均は約＋0.9％であった。今後は、

低・未利用地や空家の有効活用及び既存住宅ストックの有効活用等から増加傾向が鈍る

と考えられることから、増減率／年を＋0.5％と想定すると、平成 37 年には、次のよう

な面積となる。 
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○住宅地面積の推計  163.8㎡／人（H24一人当たり面積）×（１＋0.005）13＝174.7㎡／人 

 

  
住宅地面積 

(ha) 

人口 

(人) 

人口一人当たり 

面積(㎡) 
増減率／年 

平成 14年 1,999  133,504  149.7  ― 

平成 15年 2,019  134,025  150.6  0.61% 

平成 16年 2,038  133,921  152.2  1.02% 

平成 17年 2,060  133,860  153.9  1.13% 

平成 18年 2,081  133,904  155.4  0.99% 

平成 19年 2,101  133,990  156.8  0.90% 

平成 20年 2,117  134,090  157.9  0.69% 

平成 21年 2,133  134,244  158.9  0.64% 

平成 22年 2,150  134,133  160.3  0.88% 

平成 23年 2,188  134,076  163.2  1.81% 

平成 24年 2,194  133,969  163.8  0.35% 

平均       0.94% 

【出典】住宅地面積：固定資産税の概要調書、人口：富士宮市の統計（住民基本台帳） 

 

② 目標年次における住宅地面積の推計 

第５次富士宮市総合計画では、本市の平成 37 年の人口推計を 128,000 人として推計し

ていることから、本計画における住宅地面積の推計も、平成 37 年の人口推計値を用いて

算定する。 

 

●推計 128,000（H37人口推計）人×174.7（H37一人当たり面積）㎡ ＝ 2,236.2ha ≒ 2,236ha 

 

 

（２） １世帯当たりの住宅地面積による推計 

① 世帯当たりの住宅地面積の推計 

住民基本台帳に基づく、世帯当たりの住宅地面積は、次ページ表のとおり共同住宅の

ゆるやかな増加に伴い、徐々に縮小傾向が見られる。平成 14 年には、442 ㎡／世帯であ

ったのに対し、平成24年では426㎡／世帯と減少している。これを増減率／年で見ると、

平成 14 年以降は減少傾向が続いており、10 年間の年平均増減率は約－0.4％であった。

今後も、ゆるやかな減少が続くと見込まれることから、増減率／年を過去 10 年間の平均

値である－0.4％と想定すると、平成 37 年には次のような面積となる。 

 

○住宅地面積の推計 

426.2㎡／世帯（H22世帯当たり面積）×（１-0.004）13＝404.6㎡／世帯 
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住宅地面積 

（ha） 

世帯数 

（世帯） 

世帯当たり面積 

(㎡) 
増減率／年 

平成 14年 1,999 45,209  442.2  

 平成 15年 2,019 45,951  439.4  -0.63% 

平成 16年 2,038 46,535  437.9  -0.33% 

平成 17年 2,060 47,241  436.1  -0.43% 

平成 18年 2,081 47,811  435.3  -0.18% 

平成 19年 2,101 48,420  433.9  -0.31% 

平成 20年 2,117 49,021  431.9  -0.47% 

平成 21年 2,133 49,617  429.9  -0.45% 

平成 22年 2,150 50,269  427.7  -0.51% 

平成 23年 2,188 50,897  429.9  0.51% 

平成 24年 2,194 51,474  426.2  -0.85% 

平均      -0.36% 

【出典】富士宮市の統計（住民基本台帳） 

 

② 目標年次における住宅地面積の推計 

第５次富士宮市総合計画においては、本市の世帯推計を平成 37 年時点で約 53,600 世

帯と推計していることから、目標年次における住宅地面積は次のように推計される。 

 

●推計 53,600世帯 × 404.6㎡ ＝ 2,168.7ha ≒ 2,169ha 

 

 

（３） 目標年次における住宅地面積の設定 

２つの方法に基づく、算定結果は次のとおりである。 

今後、人口増加は落ち着きを見せつつも、集落環境の整備や計画的な住宅地の確保など

により、一定の住宅需要は継続すると想定されることから、(1)を目標年次の推計値として

用いる。 

 

推計方法 推計値 増加面積  

(1)１人当たりの住宅地面積による推計 2,236ha 42ha 目標年次として設定 

(2)１世帯当たりの住宅地面積による推計 2,169ha -25ha  

 

●平成 37年における住宅地面積の推計 ・・・ 2,236ha 
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2,019 
2,038 

2,060 
2,081 

2,101 
2,117 

2,133 
2,150 

2,188 2,194 

2,236 

1,900

1,950

2,000

2,050

2,100

2,150

2,200

2,250

2,300

住宅地の推移（ ha ）

 

 

 

６-２ 工業用地 

 

●算定方法 

(1)開発予定の工場面積と減少見込み事業所数・面積による推計 

(2)従業員１人当たりの工場面積からの推計 

 

（１） 開発予定の工場面積と減少見込み事業所数・面積による推計 

① 新規の工業用地面積の推計 

目標年次における新たな工業用地の需要は次のように想定されており、その開発予定

面積の合計は 91.0ha である。このうち、実際に工業用地として利用される面積は、開発

予定面積の概ね 70％（前回計画と同様、ネット値）であると仮定すると、新たな工業用

地は次の算定方法で求められる。 

 

○新規の工業用地面積の推計  91.0ha×70％＝63.7ha 

  

開発予定面積 

（ha） 

Ａ 社 53.0  

Ｂ 社 6.0  

Ｃ 社 4.0  

Ｄ 社 15.5  

Ｅ 社 10.0  

Ｆ 社 2.5  

合 計 91.0  

新規工業用地面積の推計値 63.7  

【出典】富士宮市未来企画課及び商工振興課 
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② 減少した工業用地 

ａ．平成 15年から平成 24年までに新たに立地した大規模工業用地の面積 

この間、都市計画法の開発許可を受けた工業系の土地利用は、33 件（市街化区域：

7 件、市街化調整区域：26 件）で合計面積が約 105.8ha（市街化区域：約 3.1ha、市街

化調整区域：約 102.7ha）である。このうち、工業用地として利用されているネット

面積を 70％と想定すると約 74.0ha となる。 

 

ｂ．減少した事業所当たりの敷地面積  

平成 14 年から平成 24 年までは工業用地が合計 68ha 増加しており、このうち、上

記のａによる増加面積が 74ha であるため、減少した事業所面積は 74-68＝6ha と想定

できる。平成 13 年から平成 21 年までの 8 年間に減少した製造業の事業所数が 18 件

であり、10 年間に換算すると約 23 件になり、1 件当たりの平均面積は約 2,610 ㎡と推

計できる。 

 

③ 目標年次における事業所数・面積の推計 

製造業の事業所は、下表のとおり平成３年をピークに減少しており、平成 21 年に微増

となっている。しかし、近年の動向はやや特異な変化であるとの見方ができることや、

今後は、減少を下げ留める必要があることから、今後の増減率／年を－0.9％と仮定する。 

この結果、次の算定方法により、平成 37 年には事業所数は 632 となり、98 事業所が

減る。 

 

○事業所数の推計 

730事業所（H21事業所数）×（1-0.009）16＝632事業所 （98事業所の減少（730-632）） 

 

よって、②ｂにより算定した１件当たりの平均面積により 25ha の工業用地が減少し、

他の用途（その他宅地等）に転用されると想定できる。 

 

○減少する事業所面積の推計   98件×2,610㎡≒25.6ha 

 

  製造業事業所数 年平均増減率 

平成３年 868 

 平成８年 844 -0.55% 

平成 13年 748 -2.27% 

平成 18年 723 -0.67% 

平成 21年 730 0.32% 

全体   -0.88% 

【出典】経済センサス基礎調査 
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④ 目標年次における工業用地 

①の新たに増加が見込まれる用地（63.7ha）と、③の事業所の減少による面積（25.6ha）

を考慮し、次のような推計を行う。 

 

●推計 306ha（H24工業用地面積）＋（63.7ha-25.6ha） ＝ 344.1 ≒ 344ha 

 

（２） 従業員１人当たりの工場面積からの推計 

第５次富士宮市総合計画の人口推計の産業別就業者数推計では、平成 37 年の第２次産

業の就業者数は約 25,900 人と推計されている。加えて、平成 21 年経済センサス基礎調

査（出典：富士宮市の統計）において、製造業（19,463 人）が第２次産業（23,500 人）

に占める割合が 82.8％であったことから、平成 37 年（参考値）の製造業従業者数は約

21,400 人と想定される。 

一方、従業員１人当たりの敷地面積は、下表のとおり平成 15～平成 24 年の平均で約

167 ㎡である。これらより、目標年次における工業用地面積は次のように算定される。 

 

●推計 21,400人 × 167㎡ ＝ 357.4ha ≒ 357ha 

 

 

 

工業用地面積 

(ha) 

すべての製造業事業所の 

従業員数 

（人） 

従業員一人当たり 

の面積 

（㎡／人） 

平成 14 年 238  

 平成 15 年 239 17,891  133.6  

平成 16 年 248 18,317  135.4  

平成 17 年 252 18,973  132.8  

平成 18 年 260 19,339  134.4  

平成 19 年 358 20,343  176.0  

平成 20 年 380 20,792  182.8  

平成 21 年 398 19,562  203.5  

平成 22 年 396 19,707  200.9  

平成 23 年※ 389 18,407  211.3  

平成 24 年 306 19,732  155.1  

平均     166.6  

※平成 23 年結果は、平成 24 年経済センサス活動調査による。 

【出典】工業統計調査 
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（３） 目標年次における工業用地面積の設定 

２つの方法に基づく、算定結果は次のとおりである。今後の職住が近接した産業立地

の促進の必要性などの状況を踏まえ、(2)を目標年次の推計値として用いる。 

 

推計方法 推計値 増加面積  

(1)開発予定の工場面積と減少見込み事業所面積 344ha 38ha  

(2)従業員１人当たりの敷地面積による推計 357ha 51ha 目標年次として設定 

 

 

●平成 37年における工業用地面積の推計 ・・・ 357ha 
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６-３ その他宅地 

●算定方法 

(1)１世帯当たりのその他宅地面積による推計 

(2)新規の公共施設整備等の積み上げによる推計 

 

（１） １世帯当たりのその他宅地面積による推計 

１世帯当たりのその他宅地の面積は、次ページ表のとおり年度によりばらつきが見られ

るが、ばらつきが激しい平成 19 年から平成 23 年までを除くと、概ね 30 ㎡で推移してい

る。また、平成 19 年以降は、概ね 10 ㎡で推移しており、近年の開発動向が落ち着きつつ

あるが、平成 24 年は消費税の増税が社会的に話題となったこともあり、増税前の駆け込

みによって宅地化が進んだものと考えられる。 

今後も、消費税の増税等により多少のばらつきは見込まれるが、目標年次における１世

帯当たりの面積は、概ねの傾向である約 30 ㎡と仮定して、算定することとする。 
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●推計 53,600世帯 × 30㎡ ＝ 160.8ha ≒ 161ha 

 

  
その他宅地面積 

(ha) 

世帯数 

(世帯) 

世帯当たり面積

(㎡) 

平成 15年 161 45,951  35.0  

平成 16年 157 46,535  33.7  

平成 17年 153 47,241  32.4  

平成 18年 146 47,811  30.5  

平成 19年 57 48,420  11.8  

平成 20年 31 49,021  6.3  

平成 21年 17 49,617  3.4  

平成 22年 19 50,269  3.8  

平成 23年 36 50,897  7.1  

平成 24年 149 51,474  28.9  

平均     19.3  

【出典】その他宅地面積：宅地面積から住宅地面積（以上、固定資産税の概要調書） 

及び工業用地面積（工業統計調査）を引いたもの 

世帯数：富士宮市の統計（住民基本台帳） 

 

 

（２） 新規の公共施設整備等の積み上げによる推計 

今後 10 年間で想定される公共施設整備は、以下の通りである。したがって、151ha と推

計される。（富士宮市未来企画課） 

 

○新規の公共施設整備等 

用途 面積(㎡) 竣工予定 

西消防署北分署 5,996 平成 28 年 

学校給食センター 11,134 平成 28 年 

 

●推計 149ha（H24その他宅地面積）＋ 1.7ha ＝ 150.7 ≒ 151ha 

 

 

（３） 目標年次におけるその他宅地面積の設定 

今後は、中心市街地での拠点機能の強化や、集落環境の維持と拠点性の強化に伴うその

他宅地面積の増加が見込まれることから、ここでは、(1) １世帯当たりのその他宅地面積

による推計値を用いることとする。 
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推計方法 推計値 増加面積  

(1)１世帯当たりのその他宅地面積による推計 161ha 12ha 目標年次として設定 

(2)新規の公共施設整備等の積み上げによる推計 151ha  2ha  

 

 

●平成 37年におけるその他宅地面積の推計 ・・・ 161ha 
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７ その他 

 

その他は、これまで算定した利用区分ごとの面積の合計と市域面積の差とする。ただし、

市域面積は、平成 26 年 10 月 1 日の国土地理院の調査により 38,908ha に変更されている。 
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表 目標年次における利用区分別の面積の推計 

利用区分 

平成 24年 

基準年次 

平成 32年 

中間年次 

平成 37年 

目標年次 

平成 24年 

～平成 37年 

面積(ha) 

a 

構成比 

 

面積(ha) 

 

構成比 

 

面積(ha) 

b 

構成比 

 

増減面積(ha) 

b-a 

増減率 

b/a 

1 農用地 3,256  8.4% 3,181  8.2% 3,134  8.1% △ 122 △ 3.7% 

 

農地 3,256  8.4% 3,181  8.2% 3,134  8.1% △ 122 △ 3.7% 

採草放牧地 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 0 ― 

2 森林 25,435  65.4% 25,354  65.2% 25,303  65.0% △ 132 △ 0.5% 

3 原野 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0% 0 ― 

4 水面・河川・水路 575  1.5% 575  1.5% 575  1.5% 0 0.0% 

 

水面 60  0.2% 60  0.2% 60  0.2% 0 0.0% 

河川 453  1.1% 453  1.1% 453  1.1% 0 0.0% 

水路 62  0.2% 62  0.2% 62  0.2% 0 0.0% 

5 道路 1,381  3.5% 1,405  3.6% 1,419  3.6% 38 2.8% 

 

一般 900  2.3% 921  2.4% 934  2.4% 34 3.8% 

農道 339  0.9% 341  0.9% 342  0.9% 3 0.9% 

林道 142  0.3% 143  0.3% 143  0.3% 1 0.7% 

6 宅地 2,649  6.8% 2,713  7.0% 2,754  7.1% 105 4.0% 

 

住宅地 2,194  5.6% 2,220  5.7% 2,236  5.8% 42 1.9% 

工業用地 306  0.8% 337  0.9% 357  0.9% 51 16.7% 

その他宅地 149  0.4% 156  0.4% 161  0.4% 12 8.1% 

7 その他 5,603  14.4% 5,680  14.5% 5,723  14.7% 120 2.1% 

合計 38,899  100.0% 38,908  100.0% 38,908  100.0% 9 ― 

※国土地理院が平成 27 年３月６日に公表した「平成 26 年全国都道府県市区町村別面積調」において、面積計測方

法が従来の方法から変更されたことにより、本市の面積値が「38,908ha」となっているため、本表では、平成 32

年の中間年次からこの数値を用いる。 

利用区分別の推移 

3,496 3,420 3,315 3,256 3,134 

25,577 25,497 25,489 25,435 25,303 

575 575 575 575
575 

1,338 1,358 1,367 1,381 1,419 

2,419 2,487 2,548 2,649 2,754 

5,494 5,562 5,605 5,603 5,723 
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5,494 5,562 5,605 5,603 5,723 

2,419 2,487 2,548 2,649 2,754 
1,338 1,358 1,367 1,381 1,419 575 575 575 575

575 

25,577 25,497 25,489 25,435 25,303 

3,496 3,420 3,315 3,256 3,134 

0%
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表 利用区分別の土地利用動向（平成 15 年～平成 24 年） 

（単位：ha） 

利用区分 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 H24-15 

1 農用地 3,496 3,481 3,447 3,420 3,365 3,349 3,315 3,292 3,269 3,256 △ 240 

 

農地 3,496 3,481 3,447 3,420 3,365 3,349 3,315 3,292 3,269 3,256 △ 240 

  田 956 951 947 940 935 929 925 912 909 906 △ 50 

  畑 2,540 2,530 2,500 2,480 2,430 2,420 2,390 2,380 2,360 2,350 △ 190 

採草放牧地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

2 森林 25,577 25,576 25,576 25,497 25,494 25,492 25,489 25,482 25,436 25,435 △ 142 

3 原野 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

4 水面・河川・水路 575 575 575 575 575 575 575 575 575 575 0 

 

水面 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 0 

河川 453 453 453 453 453 453 453 453 453 453 0 

水路 62 62 62 62 62 62 62 62 62 62 0 

5 道路 1,338 1,345 1,353 1,358 1,360 1,363 1,367 1,374 1,376 1,381 43 

 

一般 861 865 873 877 879 882 886 893 895 900 39 

農道 336 338 338 339 339 339 339 339 339 339 3 

林道 141 142 142 142 142 142 142 142 142 142 1 

6 宅地 2,419 2,443 2,465 2,487 2,516 2,528 2,548 2,565 2,613 2,649 230 

 

住宅地 2,019 2,038 2,060 2,081 2,101 2,117 2,133 2,150 2,188 2,194 175 

工業用地 239 248 252 260 358 380 398 396 389 306 67 

その他住宅 161 157 153 146 57 31 17 19 36 149 △ 12 

7 その他 5,494 5,479 5,483 5,562 5,589 5,592 5,605 5,611 5,630 5,603 109 

合計 38,899 38,899 38,899 38,899 38,899 38,899 38,899 38,899 38,899 38,899 0 
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６ 将来人口の推計 

出典：第５次富士宮市総合計画 

１ 将来推計人口 

 

本市の将来人口は、住民基本台帳人口（各年４月１日現在）を基礎として転入・転出による増

減、死亡による減少、出生による増加の変化を勘案して、１歳階級別の１年ごとの推移を推計す

るコーホート要因法(※)により、次のとおり推計されます。 

総人口は、平成 17 年に 135,678 人でしたが、平成 22 年に 135,764 人でほぼピークを迎えた後

に減少に転じ、平成 27 年には 134,866 人になりました。今後も大都市への転出や出生数の低下

等により徐々に減少し、平成 37 年には 128,000 人（平成 27 年比約５パーセント減少）になると

推計されます。 

世帯数については、核家族化の進行や高齢単身世帯の増加が予測されるものの、人口の減少に

伴って世帯数も徐々に減少し、平成 27 年は 53,852 世帯ですが、平成 37 年には 53,600 世帯にな

ると推計されます。 

また、平成 27 年は高齢人口の割合が 25.7 パーセントですが、平成 37 年には 29.8 パーセント

に増加します。一方で、年少人口の割合は、平成 27 年は 13.6 パーセントですが平成 37 年には

12.1 パーセントに減少し、少子高齢化が更に進むものと予測されます。 

 

 

２ 目標人口 

 

今後 10 年で進むと予測される人口減少と少子高齢化は、本市の将来に様々な影響を与えるこ

とが想定されます。将来都市像を実現するために、重点的に人口減少対策に取り組み、人口減少

を抑制することで、平成 37 年に 131,200 人の人口を維持することを目標とします。 

将来
推計値

目標
推計値

将来
推計値

目標
推計値

平成17年 平成22年 平成27年

総人口 135,678人 135,764人 134,866人 132,200人 133,400人 128,000人 131,200人

25,061人 25,591人 34,646人 37,700人 37,700人 38,100人 38,100人

18.5％ 21.8％ 25.7％ 28.5％ 28.3% 29.8％ 29.0%

90,827人 86,887人 81,859人 77,400人 77,800人 74,400人 75,600人

66.9％ 64.0％ 60.7％ 58.5％ 58.3% 58.1％ 57.6%

19,790人 19,286人 18,361人 17,100人 17,900人 15,500人 17,500人

14.6％ 14.2％ 13.6％ 12.9％ 13.4% 12.1％ 13.3%

世帯数 47,781 50,628 53,852 53,900 － 53,600 －

資料：住民基本台帳

※年齢構成別の割合は四捨五入しているので100％にならない場合があります。

高齢人口
（65歳以上）

生産年齢人口
（15～64歳）

年少人口
（0～14歳）

実績値

平成32年 平成37年
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■総人口及び世帯数の推移 

135,678 135,764 134,866

133,400
131,200

132,200

128,000
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140,000

平成17 年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

（人、世帯）

総人口 将来推計値 目標推計値

世帯数 将来世帯数

推計値実績値

47,781

50,628

53,852

53,900 53,600

40,000

50,000

60,000

平成17 年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

推計値実績値

 

■年齢別人口構成の推移 

14.6 14.2 13.6 12.9 12.1

66.9 64.0 60.7 58.5 58.1

18.5 21.8 25.7 28.5 29.8

13.4 13.3

58.3 57.6

28.3 29.0
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平成17年 平成22年 平成27年

将来推計値（年少人口） 将来推計値（生産年齢人口） 将来推計値（高齢人口）

目標推計値（年少人口） 目標推計値（生産年齢人口） 目標推計値（高齢人口）

実績値 （将来推計値） （目標推計値） （将来推計値） （目標推計値）

平成32年 平成37年

 
※コーホート要因法 基準年次の男女別年齢別人口を出発点とし、これに仮定された男女年齢別生残率、男女年齢別社

会人口移動率、女子の年齢別出生率及び出生性比を適用して将来人口を求める方法。 

＊平成 17年の旧芝川町分の外国人年齢別人口は推計値を使用 
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７ 土地利用に関わる行政計画の把握と概要 

 

１ 県計画・広域計画 

 計画名称 策定時期 計画期間 計画概要 

① 静岡県国土利用計画 

－第四次－ 

＜静岡県＞ 

H20 年４月 H20 年４月 

～H29 年 

国土利用計画法に基づく県計画であり、「美し

い景観の形成や自然と共生した県土利用」「災

害に強い安全な県土利用」「豊かな県民生活を

育み快適でうるおいある県土利用」を基本方針

としている。 

② 静岡県総合計画 

「富国有徳の理想郷

“ふじのくに”のグ

ランドデザイン」 

＜静岡県＞ 

H23 年２月 H22 年度 

～概ね 10 年

間 

本県の中長期的な指針や将来像、今後の施策の

方向や具体的取組などを示すものであり、計画

の基本理念として「富国有徳の理想郷“ふじの

くに”づくり」を掲げ、有徳の人材を育て、物

心ともに豊かな社会を築き、地域主権に向けて

自立の基礎を固めることで、「住んでよし訪れ

てよし」、「生んでよし育ててよし」、「学ん

でよし働いてよし」の理想郷の実現を目指すも

のである。 

③ 「内陸のフロンティ

ア」を拓く取組 

ふじのくに防災減

災・地域成長モデル 

＜静岡県＞ 

H26 年３月 H25 年４月 

～概ね５年間 

首都圏と中京・関西圏を結ぶ日本の大動脈の安

全性を確保するためのものであり、内陸・高台

部に津波の心配の無い先進地域を築く一方で、

沿岸・都市部では防災・減災対策を進め、「東

日本大震災の復興のモデル」となることを目指

すものでもある。 

④ ファルマバレープロ

ジェクト 第３次戦

略計画 

＜静岡県＞ 

H23 年３月 H23 年４月 

～H33 年３月 

「世界一の健康長寿県の形成」を基本理念に、

“医療・健康”をキーワードに、「住んでよし、

訪れてよし」、「生んでよし、育ててよし」、

「学んでよし、働いてよし」の我が国のモデル

地域となることを目指すものである。 

⑤ 岳南広域都市計画 

都市計画区域の整

備、開発及び保全の

方針＜静岡県＞ 

H28 年３月 H28 年４月 

～概ね５年間 

富士市と富士宮市によって構成される岳南広域

都市計画区域における都市計画区域マスタープ

ランである。 

⑥ 富士地域森林計画 

（富士森林計画区） 

＜静岡県＞ 

H28 年１月 H28 年４月 

～H38 年３月 

沼津市、三島市、富士宮市、富士市、御殿場市、

裾野市、清水町、長泉町、小山町を対象に、富

士地域森林計画の大綱及び計画数量をまとめた

もので、各計画区の共通事項をまとめた共通編

と併せて構成されている。 

⑦ 富士山火山広域避難

計画 

＜富士山火山防災対

策協議会＞ 

H26 年２月 － 平成 24 年６月に富士山火山における三県（山梨

県、静岡県、神奈川県）で連携した防災対策を

検討するための「富士山火山防災対策協議会」

を設立し、噴火前の警戒レベルごと及び噴火開

始直後のエリアごとの避難計画を定めたもので

ある。 

⑧ ふじのくに交通ネッ

トワークビジョン 

＜交通ネットワーク

ビジョン検討委員会

＞ 

H24 年２月 － 本県での交通インフラの短期、中期、長期の整

備状況に合わせ、それらを最大限に利活用する

ためのソフト・ハードの施策展開を、ふじのく

に交通ネットワークビジョン「東海道新時代」

（仮称）として取りまとめ、ふじのくにの自立

のため官・民が一体となって県内の産業・文化・

観光等の地域振興に役立てていくことを目的と

している。 
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２ 富士宮市計画 

 計画名称 策定時期 計画期間 計画概要 

① 第５次富士宮市総合

計画 

H28 年３月 H28 年４月 

～H38 年３月 

地方自治法に基づく本市の最上位計画。基本構

想にて土地利用構想、基本計画にて土地利用計

画が示される。本市では富士宮方式として、総

合計画と国土利用計画の一体運用を行ってい

る。 

② 第２次富士宮市環境

基本計画 

H28 年３月 H28 年４月 

～H38 年３月 

富士宮市環境基本条例の基本理念の実現に向

け、環境の保全及び創造に関する総合的かつ中

長期的な目標、施策の方向について定めるもの

である。 

③ 富士宮市都市計画マ

スタープラン 

H25 年３月 H25 年４月 

～H33 年３月 

都市計画法に基づく計画。都市の骨格や地域別

の整備の計画を示している。 

④ 市街化調整区域にお

ける地区計画適用の

基本的な方針 

H25 年３月 － 市街化調整区域において地区計画を制定する際

の基準等を定めたものである。 

⑤ 富士宮市農業振興地

域整備計画 

H27 年８月 － 農業振興地域の整備に関する法律に基づく、農

業の振興方策や農業振興地域、農用地区域など

を定める計画である。 

⑥ 富士宮市地域森林整

備計画 

H24 年４月 H23 年４月 

～H33 年３月 

森林法に基づき、地域森林計画の対象となる民

有林について本市の森林・林業施策の方向や森

林所有者等が行う伐採・造林・保有などの森林

施業の基本的事項等を定めるものである。 

⑦ 富士宮市緑の基本計

画 

H27 年３月 概ね 20 年間 都市緑地保全法に基づき、緑地の保全及び緑化

の目標、それを実現するための施策に関する事

項を定め、緑地の保全、都市公園の整備、緑化

の推進などを総合的に進めていくための指針と

なるものである。 

⑧ 富士宮市景観計画 H24 年１月 － 本市の豊富な景観資源を活かし、良好な景観形

成を推進するための基本的な考え方や、取り組

み方についてまとめたものである。 

⑨ 富士宮市中心市街地

まちづくり計画 

H25 年３月 H25 年４月 

～H30 年３月 

中心市街地活性化基本計画策定後 10 年が経過

し、社会情勢の変化や富士山世界文化遺産の登

録を間近に控えていることから、再度、中心市

街地のあり方を官民協同で考え中心市街地のさ

らなる活性化を目的としている。 

⑩ 富士山世界文化遺産

富士宮市行動計画 

H25 年３月 H25 年４月 

～H28 年３月 

世界文化遺産をキーワードに富士山と構成資産

の諸活動に関わる計画を体系的にまとめ、富士

山に関わる活動を総合的かつ計画的に推進し、

進行管理を行うために、「守る」「受け入れる」

「活用する」「情報を発信する」の 4 項目を基

本方針とした計画である。 

⑪ 富士宮市世界遺産の

まちづくり整備基本

構想 

H27 年３月 － 富士山信仰の地としてのあるべき姿を広く市民

と共有し、まちの再生を図るため、世界遺産を

生かした本市の今後のまちづくりの指標となる

基本的な考え方や具体的な施策をまとめたもの

である。 

 



118 

 

 

 計画名称 策定時期 計画期間 計画概要 

⑫ 第３次富士宮市観光

基本計画 

H28 年３月 H28 年４月 

～H33 年３月 

富士山、環境、食、景観、文化をキーワードに

それぞれの魅力を磨き上げてきた施策を維持す

るために、「観光資源を再評価しながら磨き上

げを行っているか」「様々なイメージの改善に

取り組んでいるか」「ターゲット設定とターゲ

ット毎のニーズを考えているか」「観光情報イ

ンフラの整備と発信強化に取り組んでいるか」

「富士市など近隣自治体との連携に取り組んで

いるか」の５つの基本指針から取組を継続する

こととしている。 

⑬ 都市再生整備計画 H26 年２月 H26 年４月 

～H31 年３月 

「世界遺産富士山の門前町の歴史と文化を活か

した歩いて楽しいまちづくり」を目標としてい

る富士宮駅周辺地区（H26 年度～H28 年度）、

「活気にあふれ、災害に強い安心・安全に暮ら

せるまちづくり」を目標としている大富士中学

校区周辺地区（H26 年度～H30 年度）における

整備事業計画である。 

 

 


